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(57)【要約】
【課題】全体を考慮して計画を策定することは考えられ
る。しかし、全体の考慮だけで策定される計画が十分に
好ましいとは限らない。
【解決手段】需要カテゴリが用意される。「需要カテゴ
リ」は需要の区分単位である。「需要カテゴリ」に含ま
れる需要は、契約種類、産業種類、需要地点、需要の発
生時期といった属性のいずれかが同一の需要である。例
えば、管理装置は、需要カテゴリごとの時間別の料金単
価と、電力使用の値とを用いて、需要に供給を行うこと
での販売収入を算出する販売収入算出部と、需要カテゴ
リの所定期間の電力使用量に関する複数の将来量推定時
系列の各々での収支を比較する収支予測スプレッド算出
部と、比較結果を基に制約条件を満たす料金単価を検索
する料金単価検索部とを備える。
【選択図】図１６
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　属性が同一の需要である需要カテゴリごとの時間別の料金単価と、電力使用の値とを用
いて、需要に供給を行うことでの販売収入を算出する販売収入算出部と、
　需要カテゴリの所定期間の電力使用量に関する複数の将来量推定時系列の各々での収支
を比較する収支予測スプレッド算出部と、
　比較結果を基に制約条件を満たす料金単価を検索する料金単価検索部と
を備える管理装置。
【請求項２】
　前記料金単価検索部は、
　　（ａ）各々の需要カテゴリの販売収入額の上限下限のデータ、及び、
　　（ｂ）複数の将来シナリオの各々で算出する収支の差である収支予測スプレッドの上
限のデータ、のいずれかの制約
条件の入力部を備える、
請求項１に記載の管理装置。
【請求項３】
　需要カテゴリの販売収入は所定の値の範囲にあり、
　時間別の単価の配分比率が調整される、
請求項１または２に記載の管理装置。
【請求項４】
　需要カテゴリ別の供給費を算出するカテゴリ別供給費算出部と、
　所定の需要カテゴリの販売収入と供給被との差分である収支を算出する需要カテゴリ別
収支算出部と、
　当該収支を基に、制約条件を満たす時間別の供給源の組合せを検索する供給源検索部と
を備える管理装置。
【請求項５】
　前記供給源検索部は、
　　所定の需要カテゴリへの供給に要する費用、あるいは、所定の需要カテゴリへの供給
による収支の値のいずれかに対して、これらを最小もしくは最大にならしめることを制約
条件のデータの入力部、あるいは、
　　費用と収支のいずれかに対しての、上限、下限の値を制約条件のデータの入力部
を備える請求項４に記載の管理装置。
【請求項６】
　所定の需要カテゴリへの供給にかかる供給費と、該需要カテゴリへの供給による収入値
との算出を含むカテゴリ収支算出を行うカテゴリ収支試算部と、
　複数の将来シナリオでの需要カテゴリ別の収支を比較する需要カテゴリ別予測収支スプ
レッド算出部と
を更に備え、
　前記供給源検索部が、需要カテゴリの予測収支スプレッドが最小もしくは所定の値以下
となる、供給源の組合せを検索する、
請求項４または５に記載の管理装置。
【請求項７】
　需要家が支払う電力料金に関し、変更候補の料金メニューでの支払額と、変更前の料金
メニューでの支払額との差額を推定する料金メニュー値差推定部と、
　料金メニュー値差推定量に基づき、将来計画期間での各料金メニューの選択割合を推定
する料金メニュー別契約割合推定部と、
　該支払額に基づく販売収入を算出する販売収入算出部と、
　需要カテゴリの料金メニュー別契約割合の増減率を指定する料金メニュー別契約割合制
約条件入力部と、
　指定された増減率を基に、契約割合もしくは契約件数が所定の値となる料金単価を決定
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する料金単価検索部と
を備える管理装置。
【請求項８】
　指定されたシナリオである第１のシナリオを用いた収支予測スプレッドと、該第１のシ
ナリオの需要と供給の値に、所定の需要カテゴリの需要の値、もしくは、所定の供給カテ
ゴリの供給の値を加算あるいは変更したシナリオである第２のシナリオを用いた収支予測
スプレッドとを算出するシナリオ管理部と、
　前記第１のシナリオを用いた収支予測スプレッドと前記第２のシナリオを用いた収支予
測スプレッドとを比較表示する、需要もしくは供給源の追加効果試算部と
を備える管理装置。
【請求項９】
　需要カテゴリごとの時間別の料金単価と、電力使用の値とを用いて、需要に供給を行う
ことでの販売収入を算出し、
　需要カテゴリの所定期間の電力使用量に関する複数の将来量推定時系列の各々での収支
を比較し、
　比較結果を基に制約条件を満たす料金単価を検索する、
管理方法。
【請求項１０】
　需要カテゴリ別の供給費を算出し、
　所定の需要カテゴリの販売収入と供給被との差分である収支を算出し、
　当該収支を基に、制約条件を満たす時間別の供給源の組合せを検索する、
管理方法。
【請求項１１】
　需要家が支払う電力料金に関し、変更候補の料金メニューでの支払額と、変更前の料金
メニューでの支払額との差額を推定し、
　料金メニュー値差推定量に基づき、将来計画期間での各料金メニューの選択割合を推定
し、
　該支払額に基づく販売収入を算出し、
　需要カテゴリの料金メニュー別契約割合の増減率を指定し、
　指定された増減率を基に、契約割合もしくは契約件数が所定の値となる料金単価を決定
する、
管理方法。
【請求項１２】
　指定されたシナリオである第１のシナリオを用いた収支予測スプレッドと、該第１のシ
ナリオの需要と供給の値に、所定の需要カテゴリの需要の値、もしくは、所定の供給カテ
ゴリの供給の値を加算あるいは変更したシナリオである第２のシナリオを用いた収支予測
スプレッドとを算出し、
　前記第１のシナリオを用いた収支予測スプレッドと前記第２のシナリオを用いた収支予
測スプレッドとを比較表示する、
管理方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、概して、エネルギーの需要及び供給の少なくとも１つに関する管理技術に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　供給先の日時変動する需要に対して、供給を賄うために取引所への発注を計画するシス
テムが知られている。特許文献１に記されたシステムでは、需要想定データと電源データ
に基づいて作成した発電計画から電力市場への入札量と入札価格を決定することが試みら
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れている。これにより、電力市場での価格を一意に想定した入札を行うことができる。
【０００３】
　また常時市況が変化する市場での取引を行うシステムが知られている。特許文献２では
、取引数量を複数のスライスに分割して各々のスライスを取引時間の時間枠に関連付けて
注文を自動執行するシステムにおいて、市場の動向に応じて発注数量を柔軟に自動調整す
るために、市場データに基づいて予め設定された発注スケジュールの変更条件を満たして
いるか否かを判定し、変更条件を満たしている場合には当該発注タイミングにおける予定
執行率に所定の増減を施すことが試みされている。これにより、事前に設定した取引総量
を満たす取引を行うことができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００７－１５９２３９号公報
【特許文献２】特開２００８－２０９９８７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　全体（例えば全体コスト）を考慮して計画を策定することは考えられる。しかし、全体
の考慮だけで策定される計画が十分に好ましいとは限らない。また、計画以外の策定に関
しても課題があり得る。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　そこで、需要カテゴリが用意される。「需要カテゴリ」は需要の区分単位である。「需
要カテゴリ」に含まれる需要は、契約種類、産業種類、需要地点、需要の発生時期といっ
た属性のいずれかが同一の需要である。
【０００７】
　第１の観点に従う管理装置は、需要カテゴリごとの時間別の料金単価と、電力使用の値
とを用いて、需要に供給を行うことでの販売収入を算出する販売収入算出部と、需要カテ
ゴリの所定期間の電力使用量に関する複数の将来量推定時系列の各々での収支を比較する
収支予測スプレッド算出部と、比較結果を基に制約条件を満たす料金単価を検索する料金
単価検索部とを備える。
【０００８】
　第２の観点に従う管理装置は、需要カテゴリ別の供給費を算出するカテゴリ別供給費算
出部と、所定の需要カテゴリの販売収入と供給費との差分である収支を算出する需要カテ
ゴリ別収支算出部と、当該収支を基に、制約条件（例えば、需要予測が狂っても、約定価
格予測が狂っても、起動停止計画結果はぶらさないといった条件）を満たす時間別の供給
源の組合せを検索する供給源検索部とを備える。
【０００９】
　第３の観点に従う管理装置は、需要家が支払う電力料金に関し、変更候補の料金メニュ
ーでの支払額と、変更前の料金メニューでの支払額との差額を推定する料金メニュー値差
推定部と、料金メニュー値差推定量に基づき、将来計画期間での各料金メニューの選択割
合（もしくは契約件数）を推定する料金メニュー別契約割合推定部と、該支払額に基づく
販売収入を算出する販売収入算出部と、需要カテゴリの料金メニュー別契約割合の増減率
を指定する、料金メニュー別契約割合制約条件入力部と、指定された増減率を基に、契約
割合もしくは契約件数が所定の値となる料金単価を決定する料金単価検索部とを備える。
【００１０】
　第４の観点に従う管理装置は、指定されたシナリオである第１のシナリオを用いた収支
予測スプレッドと、該第１のシナリオの需要と供給の値に、所定の需要カテゴリの需要の
値、もしくは、所定の供給カテゴリ（供給カテゴリは供給源の区分単位であり、同一の「
供給カテゴリ」に含まれる供給源は、発電燃料種類、容量、発電時間帯、設置地点、卸電
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力取引を行うとき商品種類といった属性のいずれかが同一の供給源である）からの供給の
値（供給量、供給の単価、電力市場での約定価格）を加算あるいは変更したシナリオであ
る第２のシナリオを用いた収支予測スプレッドとを算出するシナリオ管理部と、前記第１
のシナリオを用いた収支予測スプレッドと前記第２のシナリオを用いた収支予測スプレッ
ドとを比較表示する、需要もしくは供給源の追加効果試算部とを備える。
【発明の効果】
【００１１】
　より好ましい策定に貢献することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の第１の実施形態に係わる電力の取引計画装置の機能の構成を示すブロッ
ク図である。
【図２】本発明の第１の実施形態のハードウェアの構成図である。
【図３】本発明の第１の実施形態のシーケンス図である。
【図４】本発明の第１の実施形態でのシステム間の連携関係を示す連係図である。
【図５】本発明の第１の実施形態の処理を示すフローチャートである。
【図６Ａ】本発明の第１の実施形態のポートフォリオ変更の例を示す図である。
【図６Ｂ】本発明の第１の実施形態のポートフォリオ変更の例を示す図である。
【図６Ｃ】本発明の第１の実施形態のポートフォリオ変更の例を示す図である。
【図７】本発明の第１の実施形態のデータテーブルの構成図である。
【図８】本発明の第１の実施形態の目標発注推移テーブルの構成図である。
【図９】本発明の第１の実施形態の目標発注推移テーブルの構成図である。
【図１０】本発明の第１の実施形態のデータの時間推移パターンを示す図である。
【図１１Ａ】本発明の第１の実施形態の将来量の推移の候補のパターンを示す図である。
【図１１Ｂ】本発明の第１の実施形態の将来量の推定量の度数分布を示す図である。
【図１１Ｃ】本発明の第１の実施形態の将来量の推移の候補のパターンを示す図である。
【図１１Ｄ】本発明の第１の実施形態の将来量の推定量の度数分布を示す図である。
【図１２】本発明の第１の実施形態の予測の推移の実測値と分散値の予測値の推移の推定
結果との関係を示す図である。
【図１３】本発明の第１の実施形態における発注方式と従来の発注方式とを比較するため
の図である。
【図１４】本発明の第１の実施形態における販売事業者の供給実績と収益結果を示す図で
ある。
【図１５】本発明の第１の実施形態における発注の推移の結果を示す図である。
【図１６】本発明の第５の実施形態に係わる取引計画装置の機能の構成を示すブロック図
である。
【図１７】本発明の第６の実施形態に係わる取引計画装置の機能の構成を示すブロック図
である。
【図１８】本発明の第７の実施形態に係わる取引計画装置の機能の構成を示すブロック図
である。
【図１９】本発明の第８の実施形態に係わる取引計画装置の機能の構成を示すブロック図
である。
【図２０】本発明の第６の実施形態の一比較例に従う組合せ結果の一例を示す。
【図２１】本発明の第６の実施形態に従う検索結果の一例を示す。
【図２２】本発明の第９の実施形態に係るＳＴＥＰ１に関する画面の一例を示す図である
。
【図２３】図２２の画面に表示される情報の第１部分の一例を示す。
【図２４】図２２の画面に表示される情報の第２部分の一例を示す。
【図２５】図２２の画面に表示される情報の第３部分の一例を示す。
【図２６】図２２の画面に表示される情報の第４部分の一例を示す。
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【図２７】図２２の画面に表示される情報の第５部分の一例を示す。
【図２８】図２２の画面に表示される情報の第６部分の一例を示す。
【図２９】本発明の第９の実施形態に係るＳＴＥＰ２に関する画面（実行画面）の一例を
示す図である。
【図３０】図２９の画面に表示される情報の第１部分の一例を示す。
【図３１】図２９の画面に表示される情報の第２部分の一例を示す。
【図３２】図２９の画面に表示される情報の第３部分の一例を示す。
【図３３】本発明の第９の実施形態に係るＳＴＥＰ２に関する画面（結果保存画面）の一
例を示す図である。
【図３４】図３３の画面に表示される情報の第１部分の一例を示す。
【図３５】図３３の画面に表示される情報の第２部分の一例を示す。
【図３６】図３３の画面に表示される情報の第３部分の一例を示す。
【図３７】本発明の第９の実施形態に係るＳＴＥＰ３に関する画面（実行画面）の一例を
示す図である。
【図３８】図３７の画面に表示される情報の第１部分の一例を示す。
【図３９】図３７の画面に表示される情報の第２部分の一例を示す。
【図４０】図３７の画面に表示される情報の第３部分の一例を示す。
【図４１】図３７の画面に表示される情報の第４部分の一例を示す。
【図４２】図３７の画面に表示される情報の第５部分の一例を示す。
【図４３】本発明の第９の実施形態に係るＳＴＥＰ３に関する画面（結果保存画面）の一
例を示す図である。
【図４４】図４３の画面に表示される情報の第１部分の一例を示す。
【図４５】図４３の画面に表示される情報の第２部分の一例を示す。
【図４６】図４３の画面に表示される情報の第３部分の一例を示す。
【図４７】本発明の第９の実施形態に係るＳＴＥＰ４に関する画面（実行画面）の一例を
示す図である。
【図４８】図４７の画面に表示される情報の第１部分の一例を示す。
【図４９】図４７の画面に表示される情報の第２部分の一例を示す。
【図５０】図４７の画面に表示される情報の第３部分の一例を示す。
【図５１】図４７の画面に表示される情報の第４部分の一例を示す。
【図５２】図４７の画面に表示される情報の第５部分の一例を示す。
【図５３】本発明の第９の実施形態に係るＳＴＥＰ４に関する画面（結果保存画面）の一
例を示す図である。
【図５４】図５３の画面に表示される情報の第１部分の一例を示す。
【図５５】図５３の画面に表示される情報の第２部分の一例を示す。
【図５６】図５３の画面に表示される情報の第３部分の一例を示す。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下の説明では、「インタフェース部」は、１以上のインタフェースでよい。当該１以
上のインタフェースは、ユーザインタフェース部と、通信インタフェース部とのうちの少
なくとも通信インタフェース部を含んでよい。ユーザインタフェース部は、１以上のＩ／
Ｏデバイス（例えば入力デバイス（例えばキーボードおよびポインティングデバイス）と
出力デバイス（例えば表示デバイス））と表示用計算機とのうちの少なくとも１つのＩ／
Ｏデバイスでもよいし、それに代えてまたは加えて、当該少なくとも１つのＩ／Ｏデバイ
スに対するインタフェースデバイスでもよい。通信インタフェース部は、１以上の通信イ
ンタフェースデバイスでよい。１以上の通信インタフェースデバイスは、１以上の同種の
通信インタフェースデバイス（例えば１以上のＮＩＣ（Network Interface Card））であ
ってもよいし２以上の異種の通信インタフェースデバイス（例えばＮＩＣとＨＢＡ（Host
 Bus Adapter））であってもよい。
【００１４】
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　以下の説明では、「メモリ部」は、１以上のメモリでよい。少なくとも１つのメモリは
、揮発性メモリであってもよいし不揮発性メモリであってもよい。メモリ部は、主に、プ
ロセッサ部による処理の際に使用される。
【００１５】
　また、以下の説明では、「ＰＤＥＶ部」は、１以上のＰＤＥＶでよい。「ＰＤＥＶ」は
、物理的な記憶デバイスを意味し、典型的には、不揮発性の記憶デバイス（例えば補助記
憶デバイス）、例えばＨＤＤ（Hard Disk Drive）またはＳＳＤ（Solid State Drive）で
ある。ＰＤＥＶ部は、ＲＡＩＤグループであってもよい。「ＲＡＩＤ」は、Redundant Ar
ray of Independent (or Inexpensive) Disksの略である。
【００１６】
　また、以下の説明では、「記憶部」は、メモリ部およびＰＤＥＶ部のうちの少なくとも
メモリ部を含む。
【００１７】
　また、以下の説明では、「プロセッサ部」は、１以上のプロセッサでよい。少なくとも
１つのプロセッサは、典型的には、ＣＰＵ（Central Processing Unit）のようなマイク
ロプロセッサであるが、ＧＰＵ（Graphics Processing Unit）のような他種のプロセッサ
でもよい。１以上のプロセッサの各々は、シングルコアでもよいしマルチコアでもよい。
一部のプロセッサは、処理の一部または全部を行うハードウェア回路でもよい。
【００１８】
　また、以下の説明では、「ｋｋｋ部」（インタフェース部、記憶部およびプロセッサ部
を除く）の表現にて機能を説明することがあるが、機能は、１以上のコンピュータプログ
ラムがプロセッサ部によって実行されることで実現されてもよいし、１以上のハードウェ
ア回路（例えばＦＰＧＡ（Field-Programmable Gate Array）またはＡＳＩＣ（Applicati
on Specific Integrated Circuit））によって実現されてもよい。プログラムがプロセッ
サ部によって実行されることで機能が実現される場合、定められた処理が、適宜に記憶部
および／またはインタフェース部等を用いながら行われるため、機能はプロセッサ部の少
なくとも一部とされてもよい。機能を主語として説明された処理は、プロセッサ部あるい
はそのプロセッサ部を有する装置が行う処理としてもよい。プログラムは、プログラムソ
ースからインストールされてもよい。プログラムソースは、例えば、プログラム配布計算
機または計算機が読み取り可能な記録媒体（例えば非一時的な記録媒体）であってもよい
。各機能の説明は一例であり、複数の機能が１つの機能にまとめられたり、１つの機能が
複数の機能に分割されたりしてもよい。
【００１９】
　また、以下の説明では、「ｘｘｘテーブル」といった表現にて情報を説明することがあ
るが、情報は、どのようなデータ構造で表現されていてもよい。すなわち、情報がデータ
構造に依存しないことを示すために、「ｘｘｘテーブル」を「ｘｘｘ情報」と言うことが
できる。また、以下の説明において、各テーブルの構成は一例であり、１つのテーブルは
、２以上のテーブルに分割されてもよいし、２以上のテーブルの全部または一部が１つの
テーブルであってもよい。
【００２０】
　また、以下の説明では、「管理装置」は、一以上の計算機で構成されてよい。具体的に
は、例えば、計算機が表示デバイスを有していて計算機が自分の表示デバイスに情報を表
示する場合、当該計算機が管理装置でよい。また、例えば、第１計算機（例えばサーバ）
が表示用情報を遠隔の第２計算機（表示用計算機（例えばクライアント））に送信し表示
用計算機がその情報を表示する場合（第１計算機が第２計算機に情報を表示する場合）、
第１計算機と第２計算機とのうちの少なくとも第１計算機が管理装置でよい。管理装置は
、インタフェース部、記憶部およびそれらに接続されたプロセッサ部を有してよい。管理
装置における計算機が「表示用情報を表示する」ことは、計算機が有する表示デバイスに
表示用情報を表示することであってもよいし、計算機が表示用計算機に表示用情報を送信
することであってもよい（後者の場合は表示用計算機によって表示用情報が表示される）
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。また、管理装置としての機能は、１以上の計算機を含む計算機システム（例えばクラウ
ド基盤）で１以上のコンピュータプログラムが実行されることにより提供されてもよい（
例えばクラウドコンピューティングサービスの一種として提供されてもよい）。
【００２１】
　以下、複数の実施形態を、図面を参照して具体的に説明する。以下では、例えば、第１
～第４の実施形態では、管理装置の一例として、取引計画装置が説明される。第５の実施
形態以降では、管理装置が説明される。
【００２２】
　＜＜第１の実施形態＞＞
【００２３】
　［構成］
【００２４】
　＜＜機能構成＞＞
【００２５】
　図１は、本発明の第一の実施形態に係わる電力の取引計画装置の機能の構成を示すブロ
ック図である。図１において、取引計画装置１は、販売事業システムに属する装置であっ
て、将来量推定部１０と、発注量計画部２０と、時間別発注計画部３０を備えて構成され
る。将来量推定部１０は、需要変動の推定部１０１と、供給変動の推定部１０２と、マー
ケット変動の予測部１０３と、コンバージェンス推定部１０４から構成される。発注量計
画部２０は、取引ポジション決定部２０１と、取引累積量記憶部２０２から構成される。
時間別発注計画部３０は、取引発注時間分割部３０１と、取引発注データ決定部３０２と
、発電計画処理部３０３と、蓄電等需要計画処理部３０４と、目標発注推移テーブル３０
５から構成される。
【００２６】
　将来量推定部１０は、複数の需要システム（１～Ｎ）１０００、発電事業システム（１
）２０００、マーケットＡシステム（販売事業システム（２～Ｌ）４０００と、発電事業
システム（２～Ｋ）２０００を含む）３０００、マーケットＢシステム３１００の各々か
ら実績データを取得し、各々のシステムにおける需要と取引先に関する将来量を推定し、
推定データを発注量計画部２０に出力する。特に本実施形態では、実績値から推定される
将来量の誤差に関するデータ（例えば分散や尤度の値）の推定量を推定するコンバージェ
ンス推定部１０４を含む構成となっている。
【００２７】
　発注量計画部２０は、需要と取引先に関する将来量の推定データを将来量推定部１０か
ら受信し、複数の取引先への取引の量を決定し、決定した内容を時間別発注計画部３０に
出力する取引ポジション決定部２０１と、マーケット発注端末５０００からの約定データ
と、発電発注端末５１００からの発電計画データと、アグリゲータ発注端末５２００から
の需要計画データを基に、これまでの取引の累積量を記憶する取引累積量記憶部２０２を
含む構成となっている。
【００２８】
　時間別発注計画部３０は、取引ができる取引期間中の時間経過の中の細分された期間で
ある計画取引期間での取引発注の量もしくは行使する金額等の計画期間別データを生成す
る取引発注時間分割部３０１と、マーケットや取引先への発注電文（買いもしくは売りの
発注の価格と数量のデータを含むメッセージ）を生成し、生成した発注電文（発注データ
）をマーケット発注端末５０００に出力する取引発注データ決定部３０２と、取引発注時
間分割部３０１により生成された計画期間別データを基に発電計画データを生成し、生成
した発電計画データを発電発注端末５１００に出力する発電計画処理部３０３と、取引発
注時間分割部３０１により生成された計画期間別データを基に需要計画データを生成し、
生成した需要計画データをアグリゲータ発注端末５２００に出力する蓄電等需要計画処理
部３０４と、取引発注時間分割部３０１により生成された計画期間別データを記憶する目
標発注推移テーブル３０５を含む構成となっている。
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【００２９】
　＜＜ハードウェア構成＞＞
【００３０】
　図２は、取引計画装置１のハードウェアの構成図である。図２において、取引計画装置
１は、将来量推定部１０、発注量計画部２０、時間別発注計画部３０の各々の機能を実現
するプログラムとデータが記録される記憶装置４０と、ＣＰＵ５０、メインメモリ６０、
入出力インタフェース７０、ネットワークインタフェース８０を備え、各部がバス９０に
接続される。入出力インタフェース７０は、外部通信端子７１と、キーボード７２と、デ
ィスプレイ装置７３を含む構成となっている。ネットワークインタフェース８０には、外
部システム（需要システム１０００、発電事業システム２０００等）およびマーケット発
注端末５０００、発電発注端末５１００、アグリゲータ発注端末５２００といった発注端
末に接続される。入出力インタフェース７０およびネットワークインタフェース８０が、
インタフェース部の一例である。記憶装置４０が、ＰＤＥＶ部の一例である。メインメモ
リ６０が、メモリ部の一例である。ＣＰＵ５０が、プロセッサ部の一例である。
【００３１】
　＜＜取引処理のシーケンス図＞＞
【００３２】
　図３は、本実施形態で取引計画装置が行う取引計画の処理を含む電力取引処理（フェー
ズＰｈ１～Ｐｈ６）と取引処理の入出力データを授受する他システムの処理を示すシーケ
ンス図である。
【００３３】
　図３において、販売事業者は、取引計画装置１を用いてフェーズ（電力取引処理）Ｐｈ
１～Ｐｈ６を実行する。まず、取引計画装置１は、マーケットＢ（マーケットＢシステム
）における燃料と先物と調整力および送電権に関する情報と、発電事業者におけるミドル
とベースおよび再エネ（再生可能エネルギー）に関する情報を基に年次におけるフェーズ
Ｐｈ１を実行し、マーケットＢにおける送電権の情報と、発電事業者におけるミドルとベ
ースおよび再エネに関する情報を基に月次におけるフェーズＰｈ２を実行する。次に、取
引計画装置１は、マーケットＢにおけるネガワットに関する情報と、マーケットＡにおけ
る４時間商品先渡しに関する情報と、発電事業者におけるミドルとベースに関する情報を
基に、１０日前～３日前におけるフェーズＰｈ３を実行し、マーケットＢにおけるネガワ
ットに関する情報と、マーケットＡにおける１コマ商品前日と４時間商品先渡しに関する
情報と、アグリゲータに関する情報と、発電事業者におけるミドルとベースに関する情報
を基に、前日におけるフェーズＰｈ４を実行する。次に、取引計画装置１は、マーケット
Ｂにおけるネガワットに関する情報と、マーケットＡにおける１コマ商品時間前と４時間
商品先渡しに関する情報と、アグリゲータに関する情報と、発電事業者におけるミドルに
関する情報を基に、当日におけるフェーズＰｈ５を実行し、アグリゲータに関する情報と
、発電事業者における再エネに関する情報を基に、受渡し中におけるフェーズＰｈ６を実
行し、処理結果を契約需要家に送信し、その後、取引清算の処理を実行する。なお、フェ
ーズＰｈ６では、アンシラリーにおける３０分商品の受渡し期間が受渡し中となる。また
、３０分商品の受渡し期間を内包する取引清算の処理までの期間がブロック取引受渡し期
間となる。
【００３４】
　＜＜システムの連係図＞＞
【００３５】
　図４は、本実施形態に係わるシステムの連携関係を示す連係図である。図４において、
本実施形態に係わるシステムは、契約需要家に属する複数の需要システム（１～Ｎ）１０
００と、他需要家に属する複数の需要システム（Ｎ＋１～Ｎ＋Ｍ）１０００と、販売事業
システム（１）４０００と、発電事業システム（１）２０００と、他電気事業者に属する
複数の販売事業システム（２～Ｌ）４０００と、他電気事業者に属する複数の発電事業シ
ステム（２～Ｋ）２０００と、マーケットＡシステム３０００と、マーケットＢシステム
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３１００と、アンシラリーシステム７０００と、アグリゲータシステム８０００とから構
成され、各システムがネットワークを介して接続される。電力の販売事業者が利用する販
売事業システム４０００は、取引計画装置１を含んでいる。この販売事業システム４００
０は、需要システム１０００からのデータを、送配電事業者が管理しているデータ仲介の
ための仲介仮想データベース（仮想データベース）６０００を介して受信している。また
相対取引を行っている発電事業者の発電事業システム２０００から供給に関わるデータ（
火力の発電可能量や制御可能量のデータや、太陽光および風力による再生可能エネルギー
の発電状況のデータ）を取得している。また販売事業システム４０００は、マーケットＡ
システム３０００、マーケットＢシステム３１００から各々のマーケットに関するデータ
を授受し、デマンドレスポンスを行うアグリゲータシステム８０００と発注および受注に
関するデータを授受している。
【００３６】
　＜＜フローチャート＞＞
【００３７】
　図５は、本実施形態での取引計画装置が行う処理の全体のフローチャートである。図５
において、将来量推定部１０は、各種の将来量の推定し（ステップＳ１）、発注量計画部
２０は、将来量推定部１０の推定結果から発注量の計画し（ステップＳ２）、時間別発注
計画部３０は、発注量の計画を基に時間別発注の計画を行い、計画結果に基づいてマーケ
ットと取引先へ発注データを送信する（ステップＳ３）。以下、各部における処理の詳細
を説明する。
【００３８】
　［将来量推定部１０の処理］
【００３９】
　（ステップＳ１０１）需要変動の推定部１０１では、供給を行う需要家が消費する電力
の需要の将来量を推定する。ここでは、将来期間を３０分単位の期間に分割し、その各々
での需要量を推定する。推定は、過去の需要実績データに基づき行われる。例えば、曜日
、暦日、気象データが類似する類似需要日の需要曲線を選択し、気象データから日最大、
日最小、日平均もしくは極大極小の需要量の重回帰予測モデルを生成し、気象予報データ
から日最大、日最小、日平均もしくは極大極小の需要量を予測し、需要曲線を補正するこ
とで予測するようにしてもよい。もしくは、過去の需要の時間変動を時系列データとし、
自己回帰モデルによる時系列予測を行うようにしてもよい。
【００４０】
　（ステップＳ１０２）供給変動の推定部１０２では、販売事業者が需要家に供給する電
力を、販売事業者に対して卸供給する発電事業者の発電に関わるデータの将来量を推定す
る。本処理は、太陽光発電および風力発電の再生可能エネルギーの供給量の将来量の推定
の処理を含む。推定は、過去の発電実績データに基づき行われる。例えば、気象データが
類似する類似需要日の発電曲線を選択し、気象データから日最大、日最小、日平均もしく
は極大極小の発電量に重回帰予測モデルを生成し、気象予報データから日最大、日最小、
日平均もしくは極大極小の発電量を予測し、発電曲線を補正することで予測するようにし
てもよい。もしくは、過去の発電の時間変動を時系列データとし、自己回帰モデルによる
時系列予測を行うようにしてもよい。
【００４１】
　好ましくは、本実施形態の供給変動の推定部１０２の処理は、発電データに関わるデー
タとして、火力発電、揚水発電の制御可能な量（制御依頼を出すことで、３０分以内に増
加できる発電量と、減少できる発電量）の将来量の推定の処理を含む。
【００４２】
　（ステップＳ１０３）マーケット変動の予測部１０３では、販売事業者が需要家に供給
する電力を調達する卸市場の市場価格、入札件数、入札電力量のデータの将来量の推定を
行う（これらのデータは連続の量、もしくは離散値の量として扱う）。推定は、過去の市
場のデータに基づき行われる。例えば、曜日、暦日、気象、想定需要量、計画休止発電機
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容量のデータが類似する類似日の価格曲線や入札数量の曲線、入札電力量の曲線を選択し
、各々の曲線の日最大、日最小、日平均もしくは極大極小の値に関する重回帰予測モデル
を生成し、曜日、暦日、気象、想定需要量、計画休止発電機容量の想定データをもとに各
々の重回帰予測値を算出し、各々の曲線を補正することで予測するようにしてもよい。も
しくは、過去のデータの時間変動を時系列データとし、自己回帰モデルによる時系列予測
を行うようにしてもよい。
【００４３】
　また、好ましくは、本実施形態のマーケット変動の予測部１０３では、発電所から調達
した電力の送電に関わる送電線の空き容量の将来量の推定部、送電事業者が買い付ける調
整量発電権（調整力取引）の価格と数量の将来量の推定部、送電事業者によるインバラン
ス解消のためのアンシラリーサービス（発電量と需要量の差を補給するサービス）の価格
の将来量の推定部、ネガワット取引の将来量の推定部、燃料（ＬＮＧや原油の市場価格や
先物取引価格）を将来量の推定部を含み、これらの将来量の推定の処理を行う。これによ
り送電の予約権、調整力への発電権の提供、アンシラリーサービス、ネガワットの利用を
含めた取引の計画が行い得る。
【００４４】
　（ステップＳ１０４）コンバージェンス推定部１０４では、各々の将来量の推定量につ
いての誤差の推移を推定する。ここでは、将来期間を３０分単位の期間に分割し、その各
々での推定量の誤差を推定する。推定は、過去の実績データに基づき行われる。例えば、
過去の実績データの時間変動を時系列データとし、分散自己回帰モデルによる時系列予測
を行う。
【００４５】
　好ましくは、過去の実績データを所定の期間（例えば２４時間、４８時間、１週間など
）に細分し、各々を高速フーリエ変換もしくはウェーブレット変換して、周期的な変動と
しての特徴量が類似する期間毎に分類し、分類されたグループごとに周期変動のパターン
（特徴量の平均値を逆変換して算出）を抽出し、また分類された各グループに共通する属
性（曜日、暦日、気温、日照、その他気象データ、発電機計画停止台数、送電空き容量、
需要予測値など）からパターンが発生する条件（属性）を識別する識別木をＣＡＲＴやＩ
Ｄ３の識別アルゴリズムで生成し、識別木から将来期間において発生するパターンの候補
を複数推定し、推定パターンを合成して発生する将来量の度数分布を求めるようにしても
良い。これにより例えば、市場価格のスパイクと呼ばれる、不規則な変動を含めた将来量
の推定を程度よく行うことができ、スパイクの発生を考慮した取引計画（スパイクがある
ことでの有効フロンティアの変更を考慮した取引計画）を行い得る。
【００４６】
　図１０の（ａ）～（ｆ）に、このようにして求めた所定期間における将来量の時間推移
のパターン１～６の抽出例を示す。
【００４７】
　図１１Ａは、図３のシーケンスのフェーズ（電力取引処理）Ｐｈ２に含まれる時刻ｔに
おいて行った、ある将来期間０～ｐ３（例えば７月３日０：００～２４：００）の間での
将来量（ここでは需要量の一例）の推移の候補のパターンをプロットした図である。３つ
のパターンが候補として出力されている。図１１Ｂは、図１１Ａの候補のパターンの各々
が選択される確からしさ（識別木における選択割合）の情報と候補パターン（もしくは候
補パターンを生成しているサンプルとなっている過去の実測データ）から図１１Ａの将来
時点ｐ２における将来量の推定量（予測量）の度数分布を示している。図１１Ｃは、図３
のシーケンスのフェーズ（電力取引処理）Ｐｈ４に時点ｔ２でおこなった同一の将来期間
（７月３日０：００～２４：００）での将来量（ここでは需要量の一例）の推移の候補の
パターンをプロットした図である。２つのパターンが候補として出力されている。図１１
Ｄは、図１１Ｃの候補のパターンの各々が選択される確からしさ（識別木における選択割
合）の情報と候補パターン（もしくは候補パターンを生成しているサンプルとなっている
過去の実測データ）から同様に将来時点ｐ２における将来量の推定量（予測量）の度数分
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布を示している。
【００４８】
　ここでは、フェーズＰｈ２の時刻ｔ１からフェーズＰｈ３の時刻ｔ２に推定を実行する
タイミングが進んだことで、予測の誤差が減少（度数分布のすそ野が狭まり、尤度が高ま
った）している。
【００４９】
　特に好ましくは、本実施形態では、誤差（分散値もしくは尤度）の値を時系列データと
し、その値の変化（収束）を予測するようにしても良い。
【００５０】
　図１２は、将来量の推定（予測）を行う各フェーズでの予測の推移の実測値（山形の度
数分布で例示）と、分散値の予測値の推移（分散自己回帰モデルでの推定値）の推定結果
の値（ボックスチャートで例示）の一例を示した図である。本実施形態では、各予測フェ
ーズにおける時刻ｐ２でのｘの予測値の推移を示している。
【００５１】
　［発注量計画部２０の処理］
【００５２】
　ステップＳ２０１～Ｓ２０２の発注量計画部２０の処理では、需要、マーケット、相対
契約のもと自社で運用している各種発電（火力発電、流水発電、太陽光発電）に関わるデ
ータの推定値および推定値の誤差（分散や尤度）のデータから、電力供給を行うために必
要な電力調達の発注量と発注先および発注商品種類の決定を行う。以下の発電量計画部２
０の処理の詳細を説明する。
【００５３】
　（ステップＳ２０１）取引ポジション決定部２０１では、取引の累積量と、需要と取引
先（卸供給を行う発電事業者、卸調達を行う他事業者およびマーケット）に関する将来量
の推定データから、３０分の受渡し時間毎の取引先への取引の量（発注量、受注量）の値
である取引ポジション決定の処理を行う。取引ポジションは、運用資金の割付計画値であ
るポートフォリから決定される。ポートフォリオは、複数の無リスク資産と、有リスク資
産に割り付ける運用資金の割合である。本実施形態では、取引先発電所と合意した発電量
と、マーケットで取引した電力商品を資産とするポートフォリオを計画する。ここで有効
フロンティア（有効な最良ポートフォリであり、効率的フロンティアとも呼ばれる）とは
、実現可能なポートフォリオであって、（１）発電機の容量といった供給量の制約や起ち
上げ起ち下げ時間や最小停止時間・最小運転時間など運用制約の物理制約を満たして実現
でき、かつ、（２）同一のリスクの値であれば、期間収益額の評価値が最大であるポート
フォリオ、かつ、（３）得られる期間収益額がより少ないリスクの評価値のポートフォリ
オの期間収益額以上である、の三条件を満たすポートフォリオのことである。
【００５４】
　図６Ａは、フェーズＰｈ２の前半（受渡しの１０日前）における、実現可能なポートフ
ォリの各々の評価値に関するグラフである。ここで縦軸には、ポートフォリオに従った取
引の実行のシミュレーションによる収益評価値、横軸は前記シミュレーションでの収益の
ＶａＲ（バリューアットリスク）の値である。実行可能なポートフォリオについてシミュ
レーションでのモンテカルロシミュレーションを行うことで評価値を得ている。図中のＰ
ｆ１、Ｐｆ２、Ｐｆ３、Ｐｆ４はそれぞれ取引の商品構成（発電構成）が異なるポートフ
ォリオである。
【００５５】
　なお、本実施形態での収益の評価期間は需要家への電力の受渡し日を含む１週間とし、
前記物理制約の中での実行可能解（１週間の発電機起動停止計画と出力配分の実行可能解
）を満たすポートフォリオについて評価している。
【００５６】
　Ｐｆ１は、３０分コマ毎の取引として得た実行可能解で、一日の総供給量のうちの自社
契約発電機、４時間ブロック電力、前日取引の３０分電力、時間前取引の３０分電力、運
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用予備費の比率を、６対１対１対１対１の比率で保持しているポートフォリオの一つを示
している。同様にＰｆ２は４対３対１対１対１の比率で、Ｐｆ３は１対６対１対１対１の
比率で、Ｐｆ４は１対２対２対４対１の比率で一日の運用資金を割り当てている。
【００５７】
　なお本実施形態に代わり、ポートフォリオのデータを供給ｋＷｈでの発電、売電、買電
に関わる配分比としてデータを保持するようにしても良い。
【００５８】
　前述の図６Ａの例では、フェーズＰｈ２での評価ではＰｆ２とＰｆ３は有効フロンティ
アの条件を満たすポートフォリオである。評価結果は入出力インタフェース７０から出力
され、いずれのポートフォリオによる計画の処理を進めるか選択指示を受信する。
【００５９】
　選択指示されたポートフォリオを実現している３０分毎の取引ポジションを前述のシミ
ュレーション結果から呼び出し、図７のデータテーブルＴ１に格納する。データテーブル
Ｔ１の例では、４時間ブロックの商品の卸購入し、３０分１コマの商品を卸売りする計画
の結果を示している。なお、卸販売の量は、負値で記憶される。
【００６０】
　本実施形態では、ポジションとして負の値での評価値を含めたシミュレーションを行う
。これは、マーケットに対して売りの入札を行うことを意味している。図７のデータテー
ブルＴ１の例では、８：００開始～１２：００終了(１１：３０開始コマ)の受渡しに関し
て、契約している発電所の分担予定発電と、４時間ブロックでの調達を得たｋＷを需要が
上回っているため、３０分電力商品として前日市場と時間前市場に卸売りする計画結果が
示されている。このように決定した３０分毎の取引ポジションを出力する（以上ステップ
Ｓ２０１）。
【００６１】
　（ステップＳ２０２）取引累積量記憶部２０２は、取引ポジションに対して、マーケッ
トで約定できた取引累積データと取引先の発電事業者およびネガワットを供給するアグリ
ゲータ事業者との計画妥結結果のデータを受信し記録する。記録結果は入出力インタフェ
ース７０を通してユーザへ出力される。
【００６２】
　以上が発注量計画部２０の処理である。この処理により、供給時間に向けて取引先から
調達する電力量の目標値が、商品種類、取引先、発電種類を特定するタグつきデータとし
て、各受渡し時間帯（各受渡しコマ）ごとに決定される。
【００６３】
　［発注量計画部２０の処理、フェーズでの繰返し実行での再処理］
【００６４】
　本実施形態では、ステップＳ２０１、Ｓ２０２は、図３に示したフェーズＰｈ１～Ｐｈ
６において繰返し実行される（一つのフェーズの間においても所定の期間（例えば２時間
おき）ごとに実行）。これにより、取引期間の異なる複数の取引が行われるマーケットや
取引先との取引計画や、徐々に明らかなる需要実勢や市況や発電機運転状況のデータに基
づいた、需要や取引先の状況の変化に対応した取引の計画が行い得る。
【００６５】
　例えばフェーズＰｈ３での（ステップＳ２０１）の処理の実行により、前述したフェー
ズＰｈ２でのポートフォリの評価（前記の図６Ａで説明）とは異なり、新たなデータに受
信したデータをもとに、図６Ｂのポートフォリを前述のステップＳ２０１の処理と同様に
算出する。
【００６６】
　このとき、ステップＳ２０１においては、ポートフォリオを選択すべき有効フロンティ
アが、前回実行時と一致する場合は処理の変更は行わない。有効フロンティアが前回実行
時と異なる場合（たとえば、図６Ａと図６Ｂでは相違している）は、ポートフォリオの選
択の変更の処理を行うことを特徴とする。
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【００６７】
　なお、本実施形態の図６Ｂに示した例では、フェーズＰｈ３の受渡し４日前において受
渡し当日に対する気象予報のデータが「曇り」から「晴れときどき曇り・風速し」への変
化している。
【００６８】
　「太陽光による再生可能エネルギーによる供給が増加し、供給力の余裕が生まれた発電
事象者が火力の発電を３０分商品の時間前市場への売り入札を増加させることに起因する
市場価格の低下の発生と、天候への依存性の高い再エネ発電の入札増加で市場価格の分散
値の増大が起きる」ため、市場に関する将来量推定値の変化が生じている。あらたな市場
に関する推定量のもとでは、有効フロンティア上のポートフォリオとなる条件を満たすポ
ートフォリは前述のＰｆ４である。
【００６９】
　また、本実施形態の図６Ｃに示した例では、フェーズＰｈ３の受渡し４日前において受
渡し当日に対する気象予報のデータが「曇り」から「雨」（中層雲量が多）へと変化して
いる。
【００７０】
　「太陽光による再生可能エネルギーによる供給が減少し、供給力の余裕が減った発電事
象者が３０分スポットへの売り入札を減らすことに起因する市場価格の上昇、さらに、発
電の場所の偏りが増すことにより電力潮流の混雑が発生することでの市場分断の発生と卸
市場の建玉の買い上がり現象の発生頻度が増すことに起因して市場価格の分散値は増大す
る」ことを反映して、各々の将来量推定値が更新されている。この新たな市場に関する推
定量野本では、有効フロンティア上のポートフォリオとなる条件を満たすポートフォリオ
は前述のＰｆ１である。
【００７１】
　好ましい本発明の実施形態では、ポーフォトフォリオの評価結果は、コンバージェンス
推定での誤差推定データから推定されるポートフォリオの現在および将来の評価値を出録
する。さらに各時刻（および図３の各フェーズ）での有効フロンティアのシミュレーショ
ン結果を出力するようにしてもよい。
【００７２】
　ポートフォリオの選択のための入出力インタフェースでの出力では、ポートフォリオ（
発電構成比や電力の商品の調達構成比）の現在での評価と、将来フェーズにおいて発生す
るポートフォリオの評価（図６Ａの有効フロンティアから、天候変化により図６Ｂもしく
は図６Ｃでの有効フロンティアの発生が予期）が出力されることで、先渡し電力への運用
資金割当てを６割とするフェーズＰｈ６は、想定される天候変化による気象データの元で
の評価は、収益が低くなることが表示され、ユーザへの注意喚起が行われる。
【００７３】
　本実施形態において、好ましくは、ステップＳ２０１において、すべての取引先との取
引量の合計と将来の需要量との差が、所定の値以上、乖離しているときには、いずれかの
取引先との取引数量を増減する。
【００７４】
　また、すべての取引の取引累積に係わる取引価格よりも、ある取引先との取引価格の推
定値が安価なとなる場合には、当該取引先との取引割当量を増加し、ある取引先との取引
価格の推定値が高価となる場合には当該取引先との取引割当量を減じる更新処理を行う。
【００７５】
　また、取引先各々の取引価格の誤差に関するデータの値が増加した取引先への取引量割
り当てを減少し、誤差に関するデータが減少した取引先への取引量割り当てを増量する更
新処理を行う。
【００７６】
　また取引による期待収益と期待収益のリスクから算出した有効フロンティアに基づいて
取引の組合せを算出し、取引期間の後期において将来の期待収益もしくは期待収益分散が
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変化する範囲のデータから取引後期の有効フロンティアを算出し、有効フロンティアの近
傍のポートフォリオ（発電や電力商品の調達販売の割合）から後期有効フロンティアの近
傍のポートフォリオへと変更可能なように、複数の取引先への取引の組合せを決定する。
あるいは、有効フロンティアと後期有効フロンティアの交点もしくは、交点の所定の近傍
上の点のデータに基づいて複数の取引先への取引の組合せを決定する。特に交点の近傍の
ポートフォリオから取引ポジションを決定することで各種の変動が起きた場合と起きない
場合のいずれにも有効な計画を得ることができる。例えば市場価格の極端な変動がおきる
可能性が高い供給日に対する取引計画では、価格変動が起きた場合と起きなかった場合の
いずれにおいても有効な取引計画を行い得るようになる。
【００７７】
　［時間別発注計画部３０の処理］
【００７８】
　ステップＳ３０１～Ｓ３０４の時間別発注計画部３０の処理では、取引先やマーケット
との間で電力の取引が行える取引期間（電力供給は需要家に対して連続的かつ継続的に行
われるため、電力取引は所定間隔（例えば３０分や４時間）に時間帯を区切り、各々の時
間帯の電力供給に提供される発電やネガワットの取引を実際の電力供給の時間帯の前の所
定の期間を取引期間（例えば受渡しの前日の１７：００から受渡し時間の１時間前迄であ
ったり、４８時間前から２４時間前までであったり、２４時間前から１時間前までであっ
たり、１０日前から３日前迄である）として取引される）において、取引先への発注およ
び受注の指示に関わる取引発注データの生成を行う。発注は取引期間を細分した複数の計
画取引期間において段階的に行い、取引期間中の市場価格の変動等に対応した経済的な発
注の計画を成し得ている。以下、ステップＳ３０１～Ｓ３０４の処理の詳細を示す。
【００７９】
　（ステップＳ３０１）取引発注時間分割部３０１では、前記の取引ポジションの値を受
信し、取引期間での各取引先やマーケットの商品の調達（仕上がりポジション）の目標量
として、当該ポジションに向けて商品の取引数量（約定する電力量（ｋＷ））が均等にな
るように分割する。
【００８０】
　分割した値は図８に示した目標発注推移テーブルＴ２または図９に示した目標発注推移
テーブルＴ３に格納される。図８の目標発注推移テーブルＴ２には、時間前市場で卸売り
する３０分商品についてのデータの一例が記載されている。７月３日７：００を仕上がり
時刻として仕上がりポジションとして－３００ｋＷ（売りを３００ｋＷとするポジション
を示している）を目標とし、１５に分割された計画ロットの各々では（－３００／１５）
ｋＷに相当する取引を約定することが目標値とされている。なお、図８の例では、取引期
間は３０分毎の取引計画期間に細分されているが、取引計画期間はこれに限定されるもの
ではなく、例えば、１０分刻みにとしても良いし、これより長く２時間刻みとしても良い
。また分割された発注単位は、計画ロットと呼ぶ。計画ロットは、電力商品の各々につい
て作成するようにして良い。これにより、入札数が少ない商品については計画取引期間を
長く、入札数が多い商品については計画取引期間を短くとるなどして取引計画と取引実績
の管理を効率化することができる。
【００８１】
　本実施形態に代わり、取引金額が均等になるように分割を行なっても良い。また、取引
数量と取引数量の分散の値の重み付け和が均等となるように分割しても良い。また、取引
金額と取引金額の分散の値の重み付き和が均等となるように分割しても良い。
【００８２】
　好ましくは、取引期間を細分した計画取引期間での発注に関わり、計画取引期間に関わ
るコンバージェンス推定の値である将来量推定の誤差の大小により、計画取引期間の各々
の発注データの値を増減補正する。これにより誤差の少ない計画取引期間での優先的に執
行することができ、目標とする取引数量と取引収益をより安定的に実現する取引の計画が
行い得るものとなる。
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【００８３】
　また好ましくは、ステップ２０１で算出する、取引期間の各時点での有効フロンティア
（もしくは取引ポジション）の各々の不一致度を算出し（例えば、有効フロンティアの集
合に含まれる点（ポートフォリオ）の重心の距離）、不一致が大きい場合には、将来とな
るほど計画取引期間の取引数量を減ずる処理を行う。これにより、有効フロンティアが計
画の後期において変動するときに発電と電力商品の調達構成を変更できず、不経済な取引
を行う事態が発生することを回避するような取引結果を得ることができる。
【００８４】
　（ステップＳ３０２）取引発注データ決定部３０２では、計画取引期間での発注に関わ
り、前記目標発注推テーブルＴ２を参照し、計画取引期間でのマーケットの商品への調達
の取引発注データの値を決定し、マーケット発注端末５０００にデータを送信する処理を
行う。約定する取引数量の目標値Ｍが与えられているときには、（数１）のように価格デ
ータＸと入札数量Ｏのデータとを生成する。
【数１】

【００８５】
　ここでＭは入札数量（建て玉とする電力量）を指定する変数、Ｒは目標約定割合を指定
する変数、Ｐ、σは市場の市況（コンディション）を示す変数でありＰは取引価格の期待
値と、σは取引価格の分散を示す変数である。関数ｆは、市場に関わる統計的性質を示す
数表（例えばｔ分布表）を参照し、取引成立（約定）できる価格を約定価格の分布から定
まる信頼区間からＲの割合で約定できる価格Ｘを与える関数である（例えば９５％で約定
されるための信頼区間は（Ｐ±１σ）であり、買いであればＰ＋σの価格を指定すればそ
の期間において約定が９５％期待できる）。Ｒは入出力インタフェースを通してユーザか
ら指定される値が代入される、例えば、０．１～０．９の値である。
（ステップＳ３０３）発電計画処理部３０３では、契約している発電事業者への発電機の
起動停止計画と負荷配分計画として知られる発電の運用計画をシミュレーションする処理
行う。シミュレーションにより運用可能との結果が得られた場合は、発電発注端末５１０
０にデータを送信する。運用不能とのシミュレーション結果が出た場合には、入出力イン
タフェース７０に対してアラート表示を出力する。
【００８６】
　（ステップＳ３０４）蓄電等需要計画処理部３０４では、契約しているＤＲアグリゲー
タでの節電計画をシミュレーションする処理行う。シミュレーションにより運用可能との
結果が得られた場合は、アグリゲータ発注端末５２００にデータを送信する。運用不能と
のシミュレーション結果が出た場合には、入出力インタフェース７０に対してアラート表
示を出力する。
【００８７】
　［本実施形態の効果］
【００８８】
　図１３に、本発明の実施形態に示した取引計画を行ったときと、行わなかったときの発
注結果を示す。図１３の（ａ）は、発注を均等に分割しておこなった従来の例である。図
１３の（ｂ）は、本発明の取引計画装置１による発注による結果を示している。取引計画
装置１を用いることで、需要誤差がない時限（受渡しコマ、受渡し時間）では発注の早期
化のオプションが与えられ、安い供給力を利用可能になり、収束率に応じて早期発注も許
可される。なお、需要誤差がない時限では、需要量ではなく、価格の収束率、太陽光発電
の収束率についても同様である。
【００８９】
　図１５に、本発明の実施形態に示した取引計画を行ったときの、供給時間Ｔ１の電力商
品および発電の発注結果の推移を示す。図の１５（ａ）は取引期間中に生じる将来量推定
量の変動が少ない場合での発注の結果での約約定量と未約定量を示している。取引残時間
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に比例して約定未済み量が増えている（約定量が減っている）。
【００９０】
　図１５の（ｂ）は取引期間中に生じる将来量推定量の変動が大きい場合での発注の結果
での約約定量と未約定量を示している。取引残時間に対して指数的に約定未済み量が増え
ている（約定量が減っている）。これは将来の不確定な市況や需要の大きさ（将来量の推
定量の変動の大きさ）に対して、発注の後ろ倒しが行われたことによる。
【００９１】
　なお約定とは、市場（マーケットともいう）に対して入札（電文の送信）に対して売買
が成立したこと、もしくは、発電事業者やネガワットの供給事業者（アグリゲータ）など
との電力の受渡しの申入れに対して合意が成立したこと、商取引の申入れに対して合意が
成立したことである。
【００９２】
　図１４に、本発明の実施形態での取引計画を行った場合と行わなかった場合の、販売事
業者の収益の結果（ａ）と、需要量と供給量の不一致の量（インバランス量）の発生結果
（ｂ）の例である。図１４の（ａ）は、対象年度の第１週から第５２週の収益率のヒスト
グラムを示し、図１４の（ｂ）は、対象年度の第１週から第５２週に発生したインバラン
スに関するヒストグラムを示している。点線は従来の均等発注での結果を示し、実線は本
発明の実施形態での取引計画による結果を示している。
【００９３】
　従来（点線）は需要や市場価格の予測に関して、図１１Ｂのように多峰な誤差は発生す
ることを考慮せず、取引全体の初期段階から発注を固定的に行ってため、収益とインバラ
ンス量とが、多峰にすそ野も広がって分散している。本発明の実施形態の取引計画では収
益とインバランス量の誤差が減少している。
【００９４】
　本実施形態によれば、市場動向や、需要の変動、取引先の稼働状況に呼応した取引計画
を実行し、その結果による取引先とマーケットへの発注の量と、発注タイミングを決定す
ることが可能となる。
【００９５】
　＜＜第２の実施形態＞＞＜＜変形例：時間裁定＞＞
【００９６】
　本実施形態の取引計画装置１は、需要の発生の変更に関する量もしくは時間のデータの
推定量を生成するデマンド制御量推定部を備える将来量推定部１０と、デマンド制御量の
値に基づいて（受渡し時間が異なる取引のポジションの値を）取引ポジションのデータを
加減算するデマンド制御制限部を備えた発注量計画部２０とを備えたものである。
【００９７】
　かかく取引計画により、デマンドレスポンスや蓄電制御による需要誘導を考慮した取引
の計画を行い得るものとなる。
【００９８】
　また、安い時間の需要を増やし（蓄電等）、高い時間の需要を減らす。但し、取引でき
る量は蓄電池の充放電で吸収できる量と、シフト時間幅に制限することができる。
【００９９】
　＜＜第３の実施形態＞＞＜＜変形例：送電権の予約取引＞＞
【０１００】
　本実施形態の取引計画装置１は、再生可能エネルギー発電の供給の将来量を推定する供
給推定部と、契約需要家の需要量の将来量を推定する需要推定部を含む将来量推定部１０
と、再生可能エネルギー発電量が需要量を上回る量に応じて発電の売りを行う取引ポジシ
ョン決定部２０１を含む発注量計画部２０を備えたものである。
【０１０１】
　かかる取引計画により、発生した発電を供給に供することを可能とする取引計画が行い
得るものとなる。
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【０１０２】
　また、本実施形態の取引計画装置１は、送電線および連系線の空容量の将来量を推定す
る推定部を含む将来量推定部２０と、送電線の利用計画を作成する送電線利用計画部を含
む時間別発注計画部３０とを備えたものである。
【０１０３】
　かかる取引計画により、送電線の飽和により再生可能エネルギーの発電を停止させる事
業の発生が回避され、発生した発電を送電線および連系線をとおして供給に供することを
可能とする取引計画が行い得るものとなる。これにより再生可能エネルギーを停止により
発生する埋没コストの低減の経済的価値をも反映した取引が達成される。
【０１０４】
　＜＜第４の実施形態＞＞　＜＜調整力取引＞＞
【０１０５】
　本実施形態の取引計画装置１は、調整力の取引に関わる将来量の推定量（例えば、調整
力取引の価格と、取引数量に推定量）を推定する推定部を含む将来量推定部１０と、調整
力への提供量を決定し、調整力提供量に応じて需要量に関わるデータを更新し、取引ポジ
ションを算出する取引ポジション決定部２０１を含む発注量計画部２０を備えたものであ
る。
【０１０６】
　かかる取引計画により、外部より必要とされたときに提供することを約束し、買い戻す
ことが困難な調整力に関する取引を含む取引の計画を行い得るものとなる。
【０１０７】
　また、本実施形態の取引計画装置１は、実績値から推定する将来量の誤差に関するデー
タ（例えば分散や尤度の値）の推定量を推定するコンバージェンス推定の値を算出し、発
注量計画もしくは時間分割計画を行うこともできる。
【０１０８】
　上述の説明を、例えば下記の通りに総括することができる。
【０１０９】
　（１）一実施形態に係る管理装置は、取引の累積量と、需要と取引先に関する将来量の
推定データを受信し複数の取引先への取引の量を決定する取引ポジション決定部とを含む
発注量計画部を備えたことを特徴とする。
【０１１０】
　これにより、絶えず変化する将来量に応じた取引の計画を行い得るものとなる。
【０１１１】
　（２）上記（１）の管理装置の発注量計画部は、複数の取引の各々に関わるデータとし
て正負の値を取り得るデータテーブルを備えたことを特徴とする。
【０１１２】
　これにより、同一の受渡し期間（納期やサービスを継続提供する期間）を含む商品に関
して売り取引と買い取引を同時に行い得るものとなる。好ましくは、数時間にわたって受
け渡されるエネルギーをピーク供給に応じて卸取引において買い、ピーク供給時間帯以外
で生じる供給の残余分を卸取引において売り提供することで、エネルギーの効率的な利用
を促進し得るものとなる。
【０１１３】
　（３）一実施形態に係る管理装置は、取引ができる取引期間中の時間経過の中の細分さ
れた期間である計画取引期間での取引発注に関わる発注価格（例えば買い入札の価格、売
り入札の価格）もしくは発注数量のデータを含む取引発注データを生成する取引発注デー
タ決定部を含む時間別発注計画部を備えたことを特徴とする。
【０１１４】
　これにより、取引期間の各時間断面において効率的な取引の計画を行い得るものとなる
。
【０１１５】
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　（４）一実施形態に係る管理装置は、実績値から推定する将来量の誤差に関するデータ
（例えば分散や尤度の値）の推定量を推定するコンバージェンス推定部を含む将来量推定
部を備えている。
【０１１６】
　これにより、将来量の推定精度が良好であるか不良であるかの状況に応じた取引の計画
（例えば発注量の計画と発注処理の時間分割の計画）を行い得るものとなる。
【０１１７】
　（５）一実施形態に係る管理装置の発注量計画部は、すべての取引先との取引量の合計
と将来の需要量との差が、所定の値以上、乖離しているときには、（取引先の各々との取
引価格もしくは取引可能数量の推定値に基づいて）いずれかの取引先との取引数量を増減
することを特徴とする取引ポジション決定部を備える。
【０１１８】
　（６）好ましくは、取引ポジション決定部は、すべての取引の取引累積に係わる取引価
格よりも、ある取引先との取引価格の推定値が安価となる場合には、当該取引先との取引
割当量を増加し、ある取引先との取引価格の推定値が高価となる場合には当該取引先との
取引割当量を減少することを特徴とする。
【０１１９】
　（７）さらに好ましくは、取引ポジション決定部は、取引先各々の取引価格の誤差（分
散もしくは尤度）に関するデータの値が増加した取引先への取引量割り当てを減少し、誤
差に関するデータが減少した取引先への取引量割り当てを増量することを特徴とする。
【０１２０】
　これにより、経済的な合理性のもとで、需要に合致した発注を行い得るものとなる。好
ましくは、各種の将来量の変動により発生しえる損失をも低減した発注を行い得るものと
なる。
【０１２１】
　（８）一実施形態に係る管理装置の発注量計画部は、取引による期待収益と期待収益の
リスク（例えば期待される収益の分散の値）から算出した有効フロンティアに基づいて取
引の組合せを算出し、取引期間の後期において将来の期待収益もしくは期待収益分散が変
化する範囲のデータから取引後期の有効フロンティアを算出し、有効フロンティアの近傍
のポートフォリオ（発電や電力商品の調達販売の割合）から後期有効フロンティアの近傍
のポートフォリオへと変更可能なように，複数の取引先への取引の組合せを決定する取引
ポジション決定部を備えたことを特徴とする。
【０１２２】
　これにより、将来量に関わる推定（例えば供給を行う当日当時間の需要量や、当該時間
に関わる取引の市場取引価格の推定量や、これらの分散値の推定量（コンバージェンス推
定量））が初期の推定と後期の推定とで異なることが予想される場合において、初期時点
の最適な取引計画の結果から後期時点の最適な取引計画の結果へと目標となる計画結果変
わる場合にも、取引期間の全体を通した取引が行い得るものとなる。
【０１２３】
　さらに好ましくは、将来量に関わる推定値の収束の時間経過の評価値が大きいほど、発
注の時期を遅らせることを特徴とする。
【０１２４】
　これにより、後期の有効フロンティアの変化量が大きい場合にも、もっとも経済性の高
いポートフォリオに従った取引が行い得るものとなる。
【０１２５】
　（９）一実施形態に係る管理装置は、取引先の各々への発注量を取引時間中の発注の時
間推移に関わる目標値に分割する取引発注時間分割部を含む時間別発注計画部を備えたこ
とを特徴とする。
【０１２６】
　これにより、将来量の推定値が確定し得ない場合においても、取引先への発注量を順次
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変化させることで最終的に自社が顧客への供給に供する数量を効率的に確保する取引の計
画を行い得るものとなる。
【０１２７】
　（１０）好ましくは、本発明の管理装置は、取引期間を細分した計画取引期間での発注
に関わり、計画取引期間に関わる将来量推定の誤差（分散もしくは尤度）の大小により、
各々の計画取引期間での発注データの値を増減する時間別取引計画部を備えたことを特徴
とする。
【０１２８】
　これにより、誤差の少ない取引を優先的に執行することができ、目標とする取引数量と
取引収益をより安定的に実現する取引の計画が行い得るものとなる。
【０１２９】
　（１１）一実施形態に係る管理装置は、好ましくは、目標発注推移のデータに基づいて
生成した所定間隔の計画取引期間の各々での目標取引数量のデータ（例えば、受渡し時間
の４８時間前から２４時間前までが取引期間である商品の取引期間を分割し、１０分間毎
の計画取引期間を設定し、各々の取引期間で完了すべき取引数量の目標値が設定される）
を生成し、目標取引数量と取引数量実績の差に応じて、推定取引価格と推定取引価格誤差
の重み加算をした価格を含む取引発注データを作成することを特徴とする取引発注データ
決定部を含む時間別発注計画部を備える。
【０１３０】
　これにより、必要な取引数量の取引を完了する取引計画を行い得るものとなる。
【０１３１】
　例えば、取引市場のゲートクローズに向け調達や販売する数量を確保したいときに、本
方法による入札価格の決定が行われる。買い手として調達の数量を集めるばあいには、本
方法による入札では入札価格を以下のように決定することが可能となる。期待価格Ｐとそ
の分散σとに対して、入札価格をＰ＋σ（Ｐ）の値で買入札すると９５％の確率で落札で
き、Ｐ－σ（Ｐ）の値で入札すると９５％の確率で落札できる統計的な傾向に基づき、必
要な数量の約定をしえる入札価格を決定する。より好ましくは、約定数量が少なくて良い
取引の初期段階には入札価格は低い値とし、取引数量が必要な段階では入札価格Ｐ＋σの
ような高い値へと適切に変化させることが可能となる。また発電の売り手の場合は、約定
数量が少なく良い時期には入札価格の値は高めとなり、発電機の停止制約に従い炊いた発
電を売切りたいときにはより落札されるように入札価格をＰ－σのように低めの値へと適
切に変化朝得ることが可能となる。
【０１３２】
　（１２）一実施形態に係る管理装置は、将来量の推定データに基づいて所定間隔の計画
取引期間に行う取引金額に関するデータを生成し、取引発注データを作成する取引発注デ
ータ決定部を備えることを特徴とする。
【０１３３】
　好ましくは、将来量の推定量の誤差の推定量に係数をかけた値を上記取引金額から加減
算した取引金額データから取引発注データを生成する取引発注データ決定部を含む時間別
発注計画部を備える。
【０１３４】
　これにより、取引期間の通期の間に将来量が変動（例えば取引価格の変動や、需要量の
変動）が生じる場合にも、取引コストの均し効果により、支払い金額が過大になることが
ない取引の計画を行い得るものとなる。
【０１３５】
　さらに好ましくは、所定間隔の計画取引期間に行う取引金額はリスク引当後取引金額（
期待取引金額Ｑから，その分散値ρに係数を乗じた値を引いた値）が均等となるように計
画することを特徴とする。かかる取引計画により、取引の価格や数量の推定量の誤差が小
さいときには行使する金額を大きし、誤差が大きい（市場リスクが大きい）場合には取引
金額を小さくした取引計画を行い得るものとなり、市場のリスクによらずに効率的な取引
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が行い得るものとなる。
【０１３６】
　（１３）一実施形態に係る管理装置は、受渡し時間（供給時間）が重複し（その結果実
供給が相殺される）商品の買取の発注量と、販売の発注量を制限する反対ポジション制限
の範囲で取引ポジションを決定する発注量計画部を備えることを特徴とする。
【０１３７】
　かかる発注量の制限を行うことで、取引量が制限なく増加することなく実際の供給にみ
あう取引を計画することが行い得るものとなる。
【０１３８】
　例えば、取引先や取引市場が異なる場合の裁定取引とその適正な量を決定することが行
い得る。同等の電力商品（例えば同一時間帯の供給に使える電力商品）が異なると引き市
場において異なる価格の値を取る状態（（一物二価）が発生したとき安い市場で調達し、
高い市場で販売する裁定取引を行うときには、裁定取引を上限なく行うと、予測価格が外
れた場合に実現する損金が課題となり事業運営に支障を生じるが、本発明の取引計画によ
れば、実現する損金を許容範囲内に留めた取引の計画を行い得るものとなる。
【０１３９】
　例えば、４時間ブロックの発電を買って、３０分スポットを売る（両建て）取引におい
て、両建てにより取引量が上限なく増えてしまわないように反対ポジションの上限を制限
する。例えば、リスク引当後利益を用いた評価を行う。あるいは、所定の値の上限を設け
る、もしくは実供給に対して所定のＮ倍を取引上限とする上限を設ける。
【０１４０】
　（１４）一実施形態に係る管理装置は、取引期間における価格（例えば市場取引での終
値や重み付き平均価格（ＷＡＣＣ））のデータとコンバージェンスに関わるデータ（分散
値や分散値の収束速度を含む）の重み付き加算値を算出し，マーケットでの売り手の入札
値との大小関係を比較し，取引発注データを生成する取引発注データ決定部を含むことを
特徴とする。
【０１４１】
　かかる取引計画により、マーケットを介して，他事業者が至急必要とする商品の高い価
格での買い取りや、残余の商品の安価での電力融通の申入れ（入札）に速やかに答えるこ
とでの全体合理性と、取引等業者に取っての経済的合理性をもった取引の計画を行い得る
ものとなる。
【０１４２】
　＜＜第５の実施形態＞＞
【０１４３】
　図１６は、本発明の第５の実施形態に係わる管理装置の機能の構成を示すブロック図で
ある。
【０１４４】
　管理装置１６０１は、販売収入算出部１６１１、収支予測スプレッド算出部１６１２、
および、料金単価検索部１６１３を備える。
【０１４５】
　販売収入算出部１６１１は、需要カテゴリごとの時間別の料金単価と、電力使用の値と
を用いて、需要に供給を行うことでの販売収入を算出する。「需要カテゴリ」は需要の区
分単位である。「需要カテゴリ」に含まれる需要は、契約種類、産業種類、需要地点、需
要の発生時期といった属性のいずれかが同一の需要である。需要カテゴリごとの情報が、
需要カテゴリテーブル１６２１に格納されている。需要カテゴリテーブル１６２１は、例
えば、需要カテゴリごとに、当該需要カテゴリについて共通の属性と、時間別の料金単価
と、電力使用の値（時間別の使用量および契約最大量）とを格納する。販売収入算出部１
６１１は、需要カテゴリテーブル１６２１を基に、需要カテゴリごとに、販売収入を算出
できる。販売収入算出部１６１１は、各需要カテゴリについて、算出された販売収入を、
需要カテゴリテーブル１６２１に格納する。
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【０１４６】
　収支予測スプレッド算出部１６１２は、需要カテゴリの所定期間（例えば１日、１週間
、１ヶ月、３ヶ月間、１年間）の電力使用量（需要）、市場の約定価格、供給量に関する
複数の将来量推定時系列の各々での収支（販売収入と供給費（供給に要した費用））を比
較する。「将来量」とは、将来量推定部１０により推定された将来の電力使用量、約定価
格、電源とマーケットからの供給量である。将来量は、需要カテゴリごとの料金単価を自
動生成する場合は、料金単価の将来の値を含む。推定された将来量は、需要、約定価格及
び供給量のうちの少なくとも１つであってもよい。需要カテゴリテーブル１６２１は、例
えば、需要カテゴリごとに、複数の将来量推定時系列を格納する。このテーブル１６２１
から、各需要カテゴリについて、複数の将来量推定時系列がわかる。また、各将来量推定
時系列について、各日時での将来量を基に供給費を算出できる。「予測スプレッド」とは
、条件をかえた予測の計算（シミュレーション）を行って得た結果の値のばらつきの大き
さを表す指標である。本実施形態では、最も値の大きかった予測結果と最も値に小さかっ
た予測結果の差の値を用いる。
【０１４７】
　料金単価検索部１６１３は、収支予測スプレッド算出部１６１２による比較の結果を基
に、各需要カテゴリについて、制約条件を満たす料金単価を検索する。例えば、各需要カ
テゴリについて、時間別の料金単価を、販売収入と供給に要した費用との差額を基に、高
くまたは安くすることができる。制約条件テーブル１６２２が、各制約条件について、制
約条件と料金単価の関係を示していて、料金単価検索部１６１３が、該テーブル１６２２
を基に、料金単価を検索してもよい。
【０１４８】
　かかる取引計画を行うことで、適切な料金単価の設定が行える。個別カテゴリの収支や
、収支の擾乱幅を考慮した取引計画の策定に貢献できる。
【０１４９】
　好ましくは、料金単価検索部１６１３は、入力部１６１４を備える。入力部１６１４は
、（ａ）各々の需要カテゴリの販売収入額の上限下限のデータ、（ｂ）複数の将来シナリ
オ（将来量の時間推移）の各々で算出する収支の差である収支予測スプレッドの上限のデ
ータ、のいずれかの制約条件を入力する。需要カテゴリの契約者は支払う料金額が他者と
比べて相対的に高いときに減少や離反するが、これにより、減少や離反が発生しない料金
単価を設定することが可能となる。また、供給できる量を上回る契約の増加を発生させな
い料金単価を設定することも可能となる。さらに、（ｂ）の制約条件によれば、収支の差
の上限があるので、複数の将来シナリオのいずれが発生しても収支の変動が所定範囲に収
まる適切な料金収入を得て安定した供給を維持することが可能となる。なお、入力部１６
１４は、制約条件を制約条件テーブル１６２２に格納する。格納された制約条件は、需要
カテゴリに関連付けられる（例えば、制約条件ＩＤが、需要カテゴリテーブル１６２１に
格納される）。また、少なくとも１つの「将来シナリオ」は、将来量の時間推移に加えて
、需要、市場、気象の時間推移を含んでもよい。需要家の離反を防ぐ料金単価を生成して
いくと、料金単価は将来変わる値となるので、このような料金単価が、将来量に含まれて
よい。また、複数の将来シナリオを表す情報は、将来シナリオごとの情報を格納する将来
シナリオテーブル１６２３が格納する。
【０１５０】
　好ましくは、需要カテゴリの販売収入は所定の値の範囲にある。時間別の単価の配分比
率が、例えば料金単価検索部１６１３により調整される。かかる取引計画を行うことで、
需要カテゴリの料金額は他電力会社と同じ水準に指定し、昼間単価と夜間単価の割合を変
えことで、将来シナリオの変動に対しての収支変動を最小とすることが可能となる。
【０１５１】
　なお、上述した機能１６１１～１６１４およびテーブル１６２１～１６２３は、記憶装
置４０に格納される。
【０１５２】
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　＜＜第６の実施形態＞＞
【０１５３】
　図１７は、本発明の第６の実施形態に係わる管理装置の機能の構成を示すブロック図で
ある。
【０１５４】
　管理装置１７０１は、収支最大の発電および調達の調整装置として機能できる。例えば
、管理装置１７０１は、カテゴリ別供給費算出部１７１１、需要カテゴリ別収支算出部１
７１２、および、供給源検索部１７１３を備える。
【０１５５】
　カテゴリ別供給費算出部１７１１は、需要カテゴリ別の供給費（例えば、各時に用いて
いる供給源の各々の供給単価を供給量で加重平均したピリオド単価と、該需要カテゴリ各
時刻需要値との積を、所定期間で通算）を算出する。なお、供給源ごとの供給単価および
供給量は、例えば、供給源ごとに供給源の情報を格納する供給源テーブル１７２１に格納
されている。また、需要カテゴリごとの各時刻需要値は、需要カテゴリテーブル１６２１
に格納されている。これらのテーブル１７２１及び１６２１を基に、カテゴリ別供給費算
出部１７１１は、需要カテゴリ別の供給費を算出できる。また、「供給源」の具体例は、
上述した発電事業システム２０００（例えば図１参照）である。またマーケットシステム
A３０００に含まれる発電事業システムと、マーケットシステムＢ３１００のネガワット
も供給源の具体例である。
【０１５６】
　需要カテゴリ別収支算出部１７１２は、所定の需要カテゴリの収支（当該需要カテゴリ
の販売収入から供給費との差分）を算出する。
【０１５７】
　供給源検索部１７１３は、当該収支（および、供給源テーブル１７２１および制約条件
テーブル１６２２）を基に、制約条件を満たす時間別の供給源の組合せを検索する。
【０１５８】
　好ましくは、供給源検索部１７１３は、入力部１７１４を備える。入力部１７１４は、
所定の需要カテゴリについての供給費、あるいは、所定の需要カテゴリへの供給による収
支の値のいずれかに対して、これらを最小もしくは最大にならしめることを制約条件のデ
ータを入力する。あるいは、入力部１７１４は、費用と収支のいずれかに対しての、上限
、下限の値を制約条件のデータを入力する。かかる取引計画を行うことで、全需要カテゴ
リに対しての総合の供給費の低減に加えて、所定の需要カテゴリ（例えば、経営上の課題
として重要な需要カテゴリ）に対しての供給費の低減をも達成することが可能となる。な
お、入力された制約条件は、制約条件テーブル１６２２に格納される。
【０１５９】
　好ましくは、管理装置１７０１は、機能１７１１および１７１２に加えて、カテゴリ収
支試算部１７１５および需要カテゴリ別予測収支スプレッド算出部１７１６を更に備える
。カテゴリ収支試算部１７１５は、所定の需要カテゴリについての供給費（例えば、ピリ
オド単価と、需要カテゴリに分類されている需要の合算需要値との積を、所定期間で通算
）と、該需要カテゴリへの供給による収入値との算出を含むカテゴリ収支算出を行う。需
要カテゴリ別予測収支スプレッド算出部１７１６が、需要カテゴリ別に、複数の将来シナ
リオ（例えば、需要、市場、気象の時間推移）の各々について収支を比較する。供給源検
索部１７１３が、上述の検索に代えてまたは加えて、需要カテゴリ別に、予測収支スプレ
ッド（複数の将来シナリオにそれぞれ対応した複数の収支）が最小もしくは所定の値以下
となる、供給源の組合せを検索する。なお、「ピリオド単価」とは、受渡し電力について
の市場の約定価格、あるいは相対契約している発電システムからの調達単価、あるいはこ
れらの加重平均値である。「ピリオド」とは、受渡し期間である（狭義には、マーケット
Ａの一コマ（例えば30分）でよい）。
【０１６０】
　供給源の組み合わせ（ユニットコミットメント）は、一度決めると大きく変えることが
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できない。このため、供給源検索部１７１３が、いかなる将来においても制約条件を満た
す実行可能解の候補（供給源の組合せ）をみつけることが難しい。そこで、所定需要に必
要な供給源の組合せを与えるU＝［ｕ１，ｕ２，ｕ３，ｕ４，ｕ５］ｔや、ｕｉ＝［ｄｉ
（１），ｄｉ（２），ｄｉ（３），．．．，ｄｉ（４６），ｄｉ（４７），ｄｉ（４８）
］（ここでｉは供給源の号機番号。ｄｉ（ｊ）はｉがｊピリオドに起動している場合や市
場商品として購入している場合は１、停止している場合や市場商品として購入していない
場合は０となる変数）があるとする。Uから変更可能なUの集合をΦ（U）とする。
【０１６１】
　また、将来シナリオＤに対して実行可能ＵをＵ（Ｄ１）とする。「実行可能なＵ」とは
、例えば、契約している需要と市場への供給を、遂行できる供給源の組合せである。
【０１６２】
　複数の将来シナリオ（例えば、Ｄ１、Ｄ２、Ｄ３）に対して、実行可能解の積集合のΦ
（U(D1)）∩Φ（U（D1））∩Φ（U（D3））に含まれるU*を計画値として検索する。
【０１６３】
　一つの実施形態としては、Φ（U(D1)）、Φ（U(D2)）、Φ（U(D3)）を各々もとめ総当
り方により検索してもよい。
【０１６４】
　一つの実施形態としては、供給量（契約した需要家への供給と、市場への販売の和）の
予測値の時系列をD1、前記供給量の予測値D1に1以上の所定の重みを掛けたD2、前記供給
量の予測値D1に1以下の重みを掛けたD3、といった複数の供給量に対し、実行可能な供給
源U(D1)、U(D2)、U(D3)を検索する。その際、供給源間の起動号機に差が生じないように
、例えば任意の時間断面における起動、停止数が一定になるように、制約を設け検索を行
う。この際、各々の供給源U(D1)、U(D2)、U(D3)にかかる費用の差が最小になるように最
適化計算を行っても良い。
【０１６５】
　具体的には、「最適化計算」での最小化項は、（Ｘ１）供給に掛かる供給源コスト（具
体的には供給で消費する燃料費もしくは、電力の調達でかかる市場取引で約定価格）、（
Ｘ２）各シナリオでの供給源コストの偏差の和M（数２）もしくは分散V（数３）を用いて
、（Ｘ１）と（Ｘ２）を加重平均して設定するようにしても良い（ここでNは将来シナリ
オの数で、一例ではN=3）。
【数２】

【数３】

【０１６６】
　このような最小化項を用いると、気象条件や需要や市場約定価格が振れたときに供給に
かかるコストが急激に増加することがない計画を作成することができる。（Ｘ２）が最適
化計算におけるペナルティ項として働き、コストがふれない解が検索されるためである。
【０１６７】
　また、最適化計算での最大化項として、（Ｙ１）供給と販売とによる収支と、（Ｙ２）
各シナリオでの収支の偏差の和、もしくは分散を用いて、（Ｙ１）と（Ｙ２）を加重平均
して設定してもよい。このような最大化項を用いると、気象条件や需要や市場約定価格が
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振れたときに収支が急激に変化することがない計画を作成することができる。
【０１６８】
　さらに、所定の需要カテゴリK、将来シナリオをDiとして、需要カテゴリ別供給コスト
をSC（K、Di）とする。最小化項にSC（K,Di）とSC（K、Di）の各シナリオでの偏差もしく
は分散を加算しても良い。これにより、これにより、所定の需要カテゴリKにかかる供給
コストがおおきくなったり、気象条件や需要や市場約定価格が振れたときに供給コストが
急激に変化することがさけられる。
【０１６９】
　また、需要カテゴリ別を収支P（K、Di）とする。P（K、Di）の各シナリオでの偏差もし
くは分散を加算してもよい。これにより、これにより、所定の需要カテゴリKでの販売と
供給での収支が、気象条件や需要や市場約定価格が振れたときに供給コストが急激に変化
することがさけられる。また最大化項にP（K,Di）を加えてもよい。需要カテゴリKへの販
売収入に対して将来の供給源コストが大きくなることが避けられる。
【０１７０】
　将来シナリオは、D1に固定の値を掛けて生成するだけでなく、将来時刻の気象予測の予
測スプレッドの大きさ応じた値をかけて生成するようにしても良い。将来シナリオの数は
３つに限定されるものではない。例えば、気象数値予測シミュレーションにより、将来の
気温や日照の予測時系列を生成し、これから需要、再エネ発電量、約定価格の予測値をさ
らに生成することで将来シナリオを作成ときに、気象数値予測シミュレーションは、気象
観測値に初期摂動を加えた初期条件を設定してシミューションを行う。この初期摂動加え
た初期条件を、例えば、20通りにわたって生成するときには、将来シナリオは20通り生成
され得る。
【０１７１】
　（効果の説明）
【０１７２】
　図２０（図２０A、図２０B、図２０C）に、本実施形態の供給源検索装置（管理装置の
一例）を用いず、各々のD1、D2、D3に対して、供給にかかる費用が最小となる供給源の組
合せを求める最適化計算（最小コスト法）をおこなったときの供給源の組合せ結果を示す
。
【０１７３】
　図２１（図２１A、図２１B、図２１C）に、本実施形態の供給源検索装置を用いた検索
結果を示す。
【０１７４】
　図の横軸は受渡し時間であり、10時から10時30分を「１０A」、10時30分から11時を「
１０B」と示している。縦軸は、供給源を特定する号機番号である。表の濃色は、供給源
が運転もしくは市場商品として購入してあることを示している。
【０１７５】
　また、各々の時刻での電力受渡しについて将来シナリオD1は需要と市場約定価格の予測
の中央値を用いた将来シナリオである。将来シナリオD２は市場約定価格がD1の場合より
高く推移し市場への販売を増加させるなどして販売量（需要）が増加した将来シナリオで
ある。将来シナリオD３は、市場約定価格がD1の場合より低く推移し、市場への販売を減
少させるなどして販売量（需要）が減少した将来シナリオである。
【０１７６】
　本実施形態に係る方法を用いない、供給費の最小コスト法による計画では、将来シナリ
オD1では、5号機、6号機は運転が行われず、4号機は運転が行われると計画される（図２
０A）。将来シナリオD2に対する計画では、6号機が将来シナリオD1の場合では運転が予定
されない6号機が、D1の場合の場合よりも16時から18時の需要増のために運転されている
（図２０B）。将来シナリオD３に対する計画では、D1の場合よりも17時から18時の需要が
すくないために、定格容量が5号機よりも大きい4号機がそもそも運転せずに、代わりに5
号機を運転することが計画されている（図２０C）。
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【０１７７】
　このように、最小コスト法での計画では、将来シナリオD1、D2、D3の各々では最小コス
トであるが、将来シナリオが変わる（気象予報が更新されることで将来量推定部の出力が
変わる）たびに稼働される発電機や供給源がかわってしまい、前日から運転員を配置する
ような準備が必要な実際の発電システムを、いかなる将来シナリオのもとでも運転させる
ということはできない。
【０１７８】
　一方、本実施形態に係る方法によれば、図２０A、図２０B、図２０Cに示すように、D1
～D3のいずれの将来シナリオにオいても、４号機は運転されない。もし16時から18時の需
要の増加した場合には6号機の運転影響で対応できている（図２０B）。また17時から18時
の需要が減少した場合には5号機の運転時間小短縮で対応できることがわかる（図２０C）
。
【０１７９】
　前日から配置する発電システムの運転員の準備や、燃料の準備を変えることなく、いず
れの将来シナリオに対しても特定の準備対応が可能な供給源の、運転時間の短縮もしくは
延長によって、計画に沿った運転が実現できることがわかる。
【０１８０】
　本実施形態での料金単価の検索と供給源の組合せ検索の検索処理は、制約条件を見た解
を検索する内点法、もしくはカーマーカー法、分枝限定法、制約プログラミング法により
実現される。またユーザが任意に指定した解の候補のテーブルデータに対する総当り法に
よる検索を行なっても良い。本発明はこれらに限定されるものではなく、遺伝的アルゴリ
ズム、強化学習法といったヒューリスティック法の検索を行なうようにしても良い。
【０１８１】
　なお、上述した機能１７１１～１７１６およびテーブル１７２１は、記憶装置４０に格
納される。
【０１８２】
　＜＜第７の実施形態＞＞
【０１８３】
　図１８は、本発明の第７の実施形態に係わる管理装置の機能の構成を示すブロック図で
ある。
【０１８４】
　管理装置１８０１は、契約移行率の推定装置として機能できる。例えば、管理装置１８
０１は、料金メニュー値差推定部１８１１、料金メニュー別契約割合推定部１８１２、販
売収入算出部１８１３、料金メニュー別契約割合制約条件入力部１８１４、および、料金
単価検索部１８１５を備える。
【０１８５】
　料金メニュー値差推定部１８１１は、需要家が支払う電力料金に関し、変更候補の料金
メニューでの支払額（仮の変更後の支払額）と、変更前の料金メニューでの支払額（変更
前の支払額）との差額を推定する。この推定は、需要カテゴリ別に行なわれてよい、また
需要家別に行われてよい。また、この推定は、料金メニューテーブル１８２１を基に行わ
れてよい。料金メニューテーブル１８２１は、複数の料金メニューに関する情報を格納し
ている。該テーブル１８２１は、各料金メニューについて、変更前後の料金メニューの情
報を格納してよい。また、いずれの需要家がいずれの料金メニューに対応しているかは、
需要家ごとの情報を格納する需要家テーブル１８２２を基に特定可能である。
【０１８６】
　料金メニュー別契約割合推定部１８１２は、料金メニュー値差推定量（推定された差額
）に基づき、将来計画期間での各料金メニューの選択割合を推定する。料金メニュー別契
約割合推定部１８１２は、例えば、ロジスティック回帰曲線から次計画期間までのスイッ
チ率（契約変更率）を算出し、算出したスイッチ率を基に、将来計画期間での各料金メニ
ューの選択割合を推定することができる。例えば、当該推定部１８１２は、需要カテゴリ
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に区分された集合としての需要家のうちｘパーセントが、月ｙ円の支払額の違いがあると
他の料金メニューに契約を変更する（他社が提示している料金メニューへの変更の場合は
「離反」）という推定を行うことができる。なお、ここでは「割合」として確定的に扱わ
れるが、個々人をみて、変更の「可能性」と確率的に扱われてもよい。
【０１８７】
　販売収入算出部１８１３は、該支払額に基づく需要カテゴリ毎の販売収入を算出する。
具体的には、販売収入算出部１８１３は、変更前の支払額及び変更後の支払額のそれぞれ
の販売収入を算出する。より具体的には、例えば、通常は、料金単価検索部１８１５によ
る後述の処理により料金単価の変更案が作られた後に、販売収入算出部１８１３は、各々
の販売収入を算出する処理（さらに、例えば、それらの販売収入を比較可能に可視化する
処理）を行う。
【０１８８】
　料金メニュー別契約割合制約条件入力部１８１４は、需要カテゴリの料金メニュー別契
約割合の増減率（料金メニュー別契約割合の制約条件の一例）を指定する。
【０１８９】
　料金単価検索部１８１５は、指定された増減率を基に、契約割合もしくは契約件数が所
定の値となる料金単価を決定する。なお、料金単価は、例えば、ロジスティック回帰曲線
から決定される。例えば、増減率が、（数４）のロジスティック回帰曲線に従うものと仮
定される。増減率Yは、価格差（料金メニュー値差推定量）Xと係数ａ，ｂ，ｃとを用いて
算出される。係数ａ，ｂ，ｃは過去のデータからロジスティック回帰の推定処理により決
定するようにしてもよい。

【数４】

【０１９０】
　なお、上述した機能１８１１～１８１５およびテーブル１８２１～１８２２は、記憶装
置４０に格納される。
【０１９１】
　＜＜第８の実施形態＞＞
【０１９２】
　図１９は、本発明の第８の実施形態に係わる管理装置の機能の構成を示すブロック図で
ある。
【０１９３】
　管理装置１９０１は、買収価値の評価装置として機能できる。例えば、シナリオ管理部
１９１１、および、需要もしくは供給源の追加効果試算部１９１２を備える。なお、「買
収」の対象は、下記のうちの少なくとも１つ、
・需要への販売権、
・発電システムから供給を受ける権利（購入権）、もしくは発電システムそのもの、及び
、
・その他マーケットBで扱っている商品（送電権、燃料、ネガワットの利用権）の購入権
および販売権、
でよい。買収の対象は、会社（例えば新電力会社）であってもよく、会社の買収によって
、販売権や購入権の獲得が可能である。また、「シナリオ」は、将来シナリオと同義でよ
い。ただし、本実施形態では、将来シナリオの候補の生成が前述の実施形態とは異なる。
具体的には、買収により増える需要、買収により増える供給源の量が加算される（前述の
実施形態は、気温があがったから需要が増えるという、コントロールされない現象のシナ
リオであり、本実施形態のシナリオは、コントロール（買収）したときのシナリオである
）。
【０１９４】
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　シナリオ管理部１９１１は、第１のシナリオ（指定されたシナリオ）を用いた収支予測
スプレッドと、第２のシナリオ（第１のシナリオの需要と供給の値に、所定の需要カテゴ
リの需要の値、もしくは、所定の供給カテゴリの供給の値を加算あるいは変更したシナリ
オ）を用いた収支予測スプレッドとを算出する。なお、シナリオに関する情報（例えば、
シナリオの需要と供給の値）は、例えば、シナリオごとの情報を格納するシナリオテーブ
ル１９２１に格納されている。所定の需要カテゴリの需要の値、もしくは、供給の値は、
例えば、需要カテゴリテーブル１６２１に格納されている。シナリオ管理部１９１１は、
テーブル１９２１および１６２１を基に、第１のシナリオを用いた収支予測スプレッドと
、第２のシナリオを用いた収支予測スプレッドとを算出できる。また、「供給カテゴリ」
とは、供給源の区分単位（属性の分類による区分単位）である。同一の「供給カテゴリ」
に含まれる供給源は、発電燃料種類、容量、発電時間帯、設置地点、卸電力取引を行うと
き商品種類といった属性のいずれかが同一の供給源である。
【０１９５】
　需要もしくは供給源の追加効果試算部１９１２が、第１のシナリオを用いた収支予測ス
プレッドと、第２のシナリオを用いた収支予測スプレッドとを比較表示する。
【０１９６】
　なお、上述した機能１９１１～１９１２およびテーブル１９２１は、記憶装置４０に格
納される。
【０１９７】
　＜＜第９の実施形態＞＞
【０１９８】
　第５～第８の実施形態（第１～第４の実施形態の少なくとも１つを含んでもよい）の総
括に相当する。当該総括は、上述の説明に無い事項を含んでもよい。
【０１９９】
　管理装置のプロセッサ部は、図２２、図２９、図３３、図３７、図４３、図４７及び図
５３に例示する画面（例えばＧＵＩ（Graphical User Interface））を表示する。具体的
には、例えば、管理装置のプロセッサ部は、下記
ＳＴＥＰ１：需要家グルーピング及び収益化構造見える化、
ＳＴＥＰ２：料金約款の策定、
ＳＴＥＰ３：電源構成の策定、及び、
ＳＴＥＰ４：週間計画の作成（期間は、週に限らないでもよい）、
といったステップを行う又は支援する。これらの画面に表示される情報は、管理装置が管
理する情報のうちの少なくとも一部を基に表示される。すなわち、これらの画面に表示さ
れる情報は、例えば、管理装置における記憶部（例えばメモリ部）に格納されており、当
該情報を基に、下記の画面に情報が表示される。
【０２００】
　管理装置のプロセッサ部は、ＳＴＥＰ１について、図２２に例示する画面２２００を表
示する。具体的には、図２２は、料金収益シミュレータ画面２２００の全体構成を示す。
当該画面２２００に、それぞれ、図２３～図２８が示す情報部分２２０１～２２０６が表
示される。具体的には、下記の通りである。
（図２３：情報部分２２０１）収集した需要の時系列データを、需要カテゴリに分類する
処理の結果を出力する（左上の「需要家のグルーピング」の表示部）。
（図２４：情報部分２２０２）需要カテゴリ毎に、収支、供給コスト、販売収入の算出結
果を出力する（左下「収益評価」の表示部）。
（図２５：情報部分２２０３）販売収入に関わる料金単価の値の入力を行う、また入力さ
れた料金単価の表示を行う。料金単価は料金メニュー名を指定して保存される（画面中央
上段）。料金メニューには、加入できる需要家の条件や、加入できる需要カテゴリの属性
の指定を付加して保存する。（画面中央中段）。これらは料金メニュー設定の入力と表示
である。（画面中央部上半分）。
（図２６：情報部分２２０４）供給コストにかかる試算条件を設定する。（画面中央下段
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、「発電/調達原価設定」の入出力部）。ここでは、供給する電力での、自社発電機の発
電の割合、相対で契約している発電システムから発電の割合、各々の市場からの市場調達
の割合（スポット市場の割合、時間前市場の割合）のデフォルト値の入力を受付、入力結
果を表示する。各々の発電原価と市場の約定価格の想定値は、図示されていないデータベ
ースに保存されている。
（図２７：情報部分２２０５）上記の（３）の料金メニューは、料金メニュー名称、料金
単価（基本料金と従量料金）、加入条件として表示される（画面右上「料金メニュー表示
」の表示部）。料金単価のうち、時間毎に異なる単価（従量料金の時間帯別単価）は、時
間帯を良い軸に、単価の値を縦軸にしたグラフとして表示される。
（図２８：情報部分２２０６）供給コストにかかる試算条件について、所定期間（例えば
1年間）の時系列の値を表示する画面右下「発電/調達原価表示」の表示部）。
【０２０１】
　管理装置のプロセッサ部は、ＳＴＥＰ２について、実行に関し、図２９に例示する画面
２９００を表示する。具体的には、図２９は、料金約款策定画面２９００の全体構成を示
す。当該画面２９００に、それぞれ、図３０～図３２が示す情報部分２９０１～２９０３
が表示される。具体的には、下記の通りである。
（図３０：情報部分２９０１）料金単価は、ユーザから入力された値にかわり、指定され
る条件を満たす料金単価の検索を行う（図３０の実行ボタンを印加することで検索が実行
される）。料金単価の検索条件は、将来シナリオ（需要想定値と需要想定値の変動）、需
要家の各々が契約している料金メニューの値（お客さま属性）、電源（調達）の時間別割
合、図示されていないデータベースから読み込むことで指定されえる。また、料金単価の
検索で、特定の需要カテゴリ（画面例では「需要グループ」と表示）に関わる収支やコス
トを最小化したり、収支やコストの変動を最小化するオプションを指定できる。（以上、
図２９画面左「条件設定」の入出力部）。
（図３２：情報部分２９０３の上）電力の調達の想定値と販売の想定値は、データベース
から読み込まれ横軸を時間（四半期や、1年の期間で表示）、縦軸の上半分を調達量（電
源や市場からの調達電力の割合を各受渡し時間毎に棒グラフで表示）、下半分に対応する
各受渡し時間での供給量（自社の需要家への販売と、市場への販売の量）を棒グラフで表
示する（図２９右上「電源構成」の表示部）。
（図３１：情報部分２９０１、及び、図３２：情報部分２９０３の下）検索された、検索
条件を満たす料金単価は、「料金約款」の表示部（図２９画面中央）に表示される。検索
された料金単価での、収支、販売収入、供給コストは、需要カテゴリ別に表示される。（
図２９右下「グループ別収支評価」の表示部）。
【０２０２】
　図３０の結果保存のボタンを印加することで、検索条件を指定して検索を実行した後、
検索結果を保存する。保存結果の各々は、「シミュレーション結果」の画面３３００（図
３３）に転記される。図３３に示す画面３３００は、例えば、シミュレーション結果１～
３を示す情報部分３３０１～３３０３（図３４～図３６）を表示する。
【０２０３】
　管理装置のプロセッサ部は、ＳＴＥＰ３について、実行に関し、図３７に例示する画面
３７００を表示する。具体的には、図３７は、電源構成策定画面３７００の全体構成を示
す。当該画面３７００に、それぞれ、図３８～図４２が示す情報部分３７０１～３７０５
が表示される。具体的には、下記の通りである。
（図３８：情報部分３７０１）電源構成（発電/調達原価設定の条件となる、各受渡し時
間での、発電と市場調達の供給源に関する割合）を検索する条件を入力する。検索条件と
しては、発電の総コストを最小化するか、販売と供給による収支を最大化するかを指定で
きる。また、特定の需要カテゴリのコストを低減する指定ができる（他の実施形態として
コスト変動を抑える指定をするチェックブックスを設けてもよい）。また検索条件として
、発電機のコスト特性（時間当たりの燃料費）、需要の想定値、市場価格の想定値、料金
約款（料金単価）（例えば図４１の情報部分３７０４を利用）を指定してデータベースよ
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り読み込む（図３７左側「条件設定」の入出力部）。
（図３９：情報部分３７０２）読み込んだ検索条件に関する数値（需要、市場価格、燃料
費）と、データベースに格納された将来や過去の再エネ量を、表示する（図３７中央上段
「中期想定値」）。
（図４０：情報部分３７０３）図３８の「実行」ボタンを印加することで、検索された結
果の電源構成と、その供給（販売）は、横軸を時間（四半期や、1年の期間で表示）、縦
軸の上半分を調達量（電源や市場からの調達電力の割合を各受渡し時間毎に棒グラフで表
示）、下半分に対応する各受渡し時間での供給量（自社の需要家への販売と、市場への販
売の量）を棒グラフで表示する（図３７中央下段「電源構成」の表示部）。
（図４２：情報部分３７０５）検索結果での、需要カテゴリ別の販売収入（「料金収入」
）、コスト（「発電調達コスト」）、収支（「利益」）を出力する。（図３７右下「グル
ープ別収支評価」表示部）。
【０２０４】
　各々検索結果は、図３８の結果保存ボタンを印加されると、データベースに保存され、
電源構成策定のシミュレーション結果の画面４３００（図４３）に転記される。図４３に
示す画面４３００は、例えば、シミュレーション結果１～３を示す情報部分４３０１～４
３０３（図４４～図４６）を表示する。
【０２０５】
　管理装置のプロセッサ部は、ＳＴＥＰ４について、実行に関し、図４７に例示する画面
４７００を表示する。具体的には、図４７は、週間計画策定画面４７００の全体構成を示
す。当該画面４７００に、それぞれ、図４８～図５２が示す情報部分４７０１～４７０５
が表示される。具体的には、下記の通りである。
（図４８：情報部分４７０１）料金単価（料金メニュー）と電源構成を検索し、ユーザが
選択する入力を受け付け（図示されていない画面にて処理）、この条件のもとで、一週間
の電力取引を計画する。電源構成の選択は、どの検索条件による検索（図３７、図４３に
て実行）がユーザにとって望ましいのであるのかが入力されている。指定されている検索
条件は、「計画目的設定」のチェックボックスのデフォルト値として、週間計画策定の画
面に転記されている（図４７右中央）。
（図４８：情報部分４７０１）週間計画で用いる、発電機特性、需要の予測値（週間気象
予報をもとに随時再作成されてデータベースに格納されている）、市場価格の予測値を読
み込み指定する、（ほかデータベースには再エネ発電量の予測値が、気象予報の更新にあ
わせて随時更新され格納されていて、週間系策策定のために読み込まれている）。（図４
７左側）。
（図４９：情報部分４７０２）読み込んだ検索条件に関する数値（需要、市場価格、燃料
費）と、データベースに格納されている将来や過去の再エネ量を、表示する（図４７中央
上段「週間予測値」）。
（図５０：情報部分４７０３）図４８の「実行」ボタンを印加することで、検索された週
間電源構成の結果とその供給（販売）は、横軸を時間（四半期や、1年の期間で表示）、
縦軸の上半分を調達量（電源や市場からの調達電力の割合を各受渡し時間毎に棒グラフで
表示）、下半分に対応する各受渡し時間での供給量（自社の需要家への販売と、市場への
販売の量）を棒グラフで表示する（図４７中央下段「週間計画」の表示部）。
（図５２：情報部分４７０５）検索結果での、需要カテゴリ別の販売収入（「料金収入」
）、コスト（「発電調達コスト」）、収支（「利益」）を出力する。（図４７右下「グル
ープ別収支評価」表示部）。
【０２０６】
　各々検索結果は、図４８の結果保存ボタンを印加されると、データベースに保存され、
電源構成策定のシミュレーション結果の画面５３００（図５３）に転記される。図５３に
示す画面５３００は、例えば、シミュレーション結果１～３を示す情報部分５３０１～５
３０３（図５４～図５６）を表示する。
【０２０７】
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　本発明は上記した実施形態に限定されるものではなく、様々な変形例が含まれる。また
、ある実施形態の構成の一部を他の実施形態の構成に置き換えることが可能であり、また
、ある実施形態の構成に他の実施形態の構成を加えることも可能である。また、各実施形
態の構成の一部について、他の構成の追加・削除・置換をすることが可能である。
【符号の説明】
【０２０８】
　１６０１、１７０１、１８０１、１９０１…管理装置
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